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第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 
 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第７期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第７期は新株予約権残高がありますが、当社株式

は非上場であったため、記載しておりません。第９期は一株当たり当期純損失であるため、記載しており

ません。 

４ 自己資本利益率について、第９期には当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

５ 第７期の株価収益率については当社株式が非上場であったため、記載しておりません。第９期の株価収益

率については、当期純損失を計上したため、記載しておりません。 

６ 第9期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

第一部【企業情報】

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成14年５月平成15年５月平成15年12月平成16年12月平成17年12月平成18年12月

売上高 （千円） － － － 700,152 990,128 1,240,206

経常利益又は経常損失 
（△）

（千円） － － － 118,398 11,058 △36,763

当期純利益又は 
当期純損失（△）

（千円） － － － 97,206 10,043 △375,265

純資産額 （千円） － － － 304,932 956,726 1,239,601

総資産額 （千円） － － － 637,392 1,852,324 2,099,493

１株当たり純資産額 （ 円 ） － － － 28,498.39 57,983.44 26,399.21

１株当たり当期純利益 
金額又は１株当たり当期 
純損失金額（△）

（ 円 ） － － － 10,220.39 853.14 △9,583.36

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額

（ 円 ） － － － － 744.31 －

自己資本比率 （ ％ ） － － － 47.8 51.6 57.6

自己資本利益率 （ ％ ） － － － 31.8 1.6 －

株価収益率 （ 倍 ） － － － － 283.6 －

営業活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） － － － 235,754 18,314 △130,046

投資活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） － － － △333,972 △275,225 △1,018,459

財務活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） － － － 155,159 1,096,803 584,252

現金及び現金同等物の 
期末残高

（千円） － － － 64,580 904,472 340,219

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

（ 人 ）
－

（ －)
－

（ －)
－

（ －)
31
（25)

56
(31)

81
(11)



７ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、１年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

(2)提出会社の経営指標等 

 
 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第６期までは関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

第７期、第８期及び第９期は連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益を記載

しておりません。 

３ 第６期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業

会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第４期及び第５期については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。第６期については、１株当たり当期純損失が計上され、また潜在株式が存

在しないため記載しておりません。第７期については新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場で

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成14年５月平成15年５月平成15年12月平成16年12月平成17年12月平成18年12月

売上高 （千円） 136,707 203,676 77,400 433,620 827,690 737,930

経常利益又は経常損失 
（△）

（千円） 5,230 16,321 △33,189 96,001 28,233 △17,779

当期純利益又は 
当期純損失（△）

（千円） 4,916 3,759 △59,840 84,881 13,383 △313,568

持分法を適用した場合の 
投資利益

（千円） － － － － － －

資本金 （千円） 20,000 65,000 65,000 159,750 410,500 568,480

発行済株式総数 （ 株 ） 400 7,000 7,000 10,700 16,500 46,956

純資産額 （千円） 17,688 66,448 6,608 292,607 947,741 1,261,000

総資産額 （千円） 111,938 185,610 149,855 546,619 1,534,332 1,913,802

１株当たり純資産額 （ 円 ） 44,222.01 9,492.65 944.04 27,346.53 57,438.85 26,854.94

１株当たり配当額 
（うち１株当たり 
中間配当額）

（ 円 ）
－ 

（ －）
－

（ －）
－

（ －）
－

（ －）
－ 

（ －）
－

（ －）

１株当たり当期純利益 
金額又は１株当たり当期 
純損失金額（△）

（ 円 ） 12,972.06 717.38 △8,548.61 8,924.54 1,136.77 △8,007.77

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額

（ 円 ） － － － － 989.64 －

自己資本比率 （ ％ ） 15.8 35.8 4.4 53.5 61.8 65.9

自己資本利益率 （ ％ ） 27.7 5.6 － 29.0 2.2 －

株価収益率 （ 倍 ） － － － － 212.9 －

配当性向 （ ％ ） － － － － － －

営業活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） － － △31,972 － － －

投資活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） － － △3,617 － － －

財務活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） － － 39,242 － － －

現金及び現金同等物の 
期末残高

（千円） － － 7,638 － － －

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

（ 人 ）
5 
(0)

5
(0)

3
(0)

3
(0)

9 
(0)

21
(0)



あったため、記載しておりません。第９期は、一株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。 

５ 自己資本利益率について、第６期及び第９期には当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

６ 第７期までの株価収益率については、当社株式は非上場であったため、記載しておりません。第９期の株

価収益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

７ １株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施しておりませんので記載しておりません。 

８ 第９期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月9日

企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号)を適用しております。 

９ キャッシュフロー経営指標については、第７期、第８期及び第９期は連結キャッシュフロー計算書を作成

しているため、記載をしておりません。 

10 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、１年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

11 第６期は決算期の変更により平成15年６月１日から平成15年12月31日までの７ヶ月間となっております。 

12 第６期、第７期、第８期及び第９期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、東陽

監査法人の監査を受けておりますが、第４期及び第５期の財務諸表については監査を受けておりません。 

  

２【沿革】 

株式会社データプレイスの企業集団に係る経緯は、次の通りであります。 

 
  

年月 概要

平成10年 6月 データベースの付加価値販売を主たる業務とする株式会社データプレイスを東京都港区に設立。

平成10年10月 株式会社東京商工リサーチ（ＴＳＲ）90万社企業情報のインターネット検索サービスを開始。

平成11年11月 

 

エム・エイチ・エスアンドカンパニー有限会社のＭ＆Ａ専門データベース「コーポレイト・トレ

ンズ」の提供を開始。

平成15年 2月 

 

アラーム管理ソフト（開発元 オックス情報株式会社）を使った倒産確率分析をインターネット

上で提供開始。

平成15年10月 取引先総合与信一覧表作成サービス提供開始。

平成16年 2月 株式会社マイトベーシックサービス（現連結子会社）及び株式会社アイ・トラストを子会社化。

平成16年 2月 

 

ＰＤＦからＸＭＬへの変換ソフトウェアである、ＰＤＦ２ＸＭＬ（開発元 米国XML Cities,Inc.) の日本

における総販売代理権を取得。

平成16年 7月 与信情報の変化を知らせる、「お知らせサービス」の提供開始。

平成16年12月 集中決済の調査会社株式会社アイ・トラストを吸収合併。

平成17年８月 企業情報サービスの専門サイト「知っトク.JP」を開始。

平成17年11月 名古屋証券取引所セントレックス市場に上場。

平成17年12月 株式会社エムタックを連結子会社化。

平成18年 6月 株式会社販路開発を連結子会社として設立。

平成18年 8月 クロス・エー株式会社を連結子会社化。

平成18年 8月 グリーンネットワーク株式会社を連結子会社として設立。

平成18年 10月 株式会社セールス・サポート・サービシーズを連結子会社化。

平成18年 10月 株式会社エアフォルクを連結子会社化。

平成18年 12月 株式会社日本ヘンプを連結子会社として設立。

平成19年 １月 上海琥鋭信息技術有限公司を連結子会社として設立。



３【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社及び連結子会社８社で構成され、企業情報事業、ＸＭＬ事業、コンシューマー

事業、システム事業を主な事業としております。当社グループの事業のセグメントと事業内容の関連は以

下のとおりであります。 

 
（※１）ヘンプ：「産業用大麻（おおあさ）」のこと。覚醒成分“THC”を殆ど含有せず、国際的にも衣、 

  食、住、および石油代替エネルギーとして活用できる環境にやさしいバイオ資源として再認識されている。 

  1990年以降イギリス、オランダ、ニュージーランドなどで本格的栽培が許可されている。 

（※２）アフィリエイト：「アフィリエイト・プログラム」の略。 

    ホームページ等で広告掲載者が企業等の広告主サイトへリンクを張り、インターネットユーザーがこれを経 

  由して商品を購入すると、広告主から広告掲載者に報酬が支払われるシステムのこと。 

  

 当社グループは、当社及び連結子会社８社から構成されております。当社は、高度な情報技術による情報の収集・

蓄積・流通・活用支援事業、即ちデータベースの流通事業を営んでおります。一方、子会社はデータベースの元とな

るコンテンツ供給並びにデータベースの利用を促す情報ディストリビューターとして、当社と協力関係にあります。

当社が企画開拓した市場に対して、株式会社マイトベーシックサービスはデータの変換・蓄積サービスを提供し、又

システム開発を受託する関係にあります。株式会社エムタックは自治体に対して、自社開発のパッケージソフトを提

供しています。クロス・エー株式会社は情報配信収入の新しいマーケットとして、アフィリエイト広告による課金モ

デルを構築しております。株式会社セールス・サポート・サービシーズは、車の部品情報を確保すると共に、マーケ

ットとして車の消耗品を販売する店舗への営業活動を行っております。このように、当社グループとしては、データ

ベースコンテンツが次世代情報システムの中心になるとの考えのもと、現在の事業領域としては以下のように区分し

ています。 

(1) 企業の与信関連情報を主にインターネット経由で提供する事業（企業情報事業） 

（主な関係会社 当社） 

(2) 情報流通の標準様式であるＸＭＬへのデータ変換事業（ＸＭＬ事業） 

（主な関係会社 当社） 

(3) インターネットや携帯電話を利用したより効率的な情報収集と活用のスキームを提供する

事業（コンシューマー事業） 

（主な関係会社 当社及び株式会社販路開発、グリーンネットワーク株式会社、及び株式

会社日本ヘンプ） 

(4) 各種システムの開発並びにデータ処理に関する事業（システム事業） 

事業区分 主な事業内容 当社および関係会社

企業情報事業 ■ 企業の与信情報等（企業情報、倒産確率分析、与信 

  リスク分析表、兆し情報等）を主にインターネット 

   を通じて提供

■ 中国新華社提供の活字及び映像ニュースを中心とし 

   た中国情報提供ウェブサイト「知っトク中国（チャ 

   イナ）」の企画・運営

当社

ＸＭＬ事業 ■ 電子文書の標準様式ＰＤＦからデータベースの標準 

   様式ＸＭＬへの自動変換を中心とした事業

当社

コンシューマー事業 ■ インターネットや携帯電話を利用した、より効率的 

   な情報収集と活用を企画・運営する事業

■ 販売活動のアウトソーシング受託

■ クルマを媒介とした田舎と都市部との交流を目的と 

  した情報提供・物品販売サービス

■ ヘンプ（※１）商品の普及及び販売促進

当社

(株)販路開発

グリーンネットワーク(株)

(株)日本ヘンプ

システム事業 ■ 特定顧客向けシステムの開発及びメンテナンス

■ データの変換・処理・蓄積受託業務

■ 地方自治体向けパッケージソフトウェア（家屋評価シ 

   ステム）の提供

当社

(株)マイトベーシックサービス

(株)エムタック

■ 車の適合部品検索サービスのインターネットでの提供 (株)セールス・サポート・ 

  サービシーズ

■ IP技術の開発、組込ソフトの開発・製造・販売

■ アフィリエイト（成果報酬型広告）（※２）の企画・ 

  運営

(株)エアフォルク

クロス・エー(株)



（主な関係会社 当社及び株式会社マイトベーシックサービス、株式会社エムタック、クロ

ス・エー株式会社、株式会社セールス・サポート・サービシーズ、及び株式会社エアフォ

ルク） 

  

上記の区分は、事業の種類別セグメント情報における事業区分と同一であり、それぞれの事業の内容

は以下のとおりであります。 

  

(1) 企業情報事業 

企業情報事業は、企業の与信情報や見込みユーザリストを主にインターネットを通じて提供する事業

であり、サービスメニューとしては以下のようなものがあります。 

① 企業情報の提供 

新商品のマーケティングなどに際して、株式会社東京商工リサーチの120万社の企業情報から業種、企業規模な

どによる絞込みを行い、必要な情報をＣＤ-ＲＯＭなどのメディアに保存して顧客宛送付する他、ポータルサイト

「知っトク.JP」のオンライン照会も可能です。また、顧客が必要とする詳細な条件による絞込み検索代行も行っ

ています。一方、中国の企業情報や産業情報についても独自ルートにより、早くて正確なコンテンツを入手し、

「知っとく中国（チャイナ）」から検索可能となっております。最近活性化している企業のＭ＆Ａに関する過去

16年間の実績情報をエム・エイチ・エスアンドカンパニーより供給を受けてサービスをしています。 

② 与信リスク分析表（ポートフォリオ表）の作成 

顧客の販売先や仕入先の信用リスクを分析し、顧客にとっての最適与信ポートフォリオを提案するサービスで

す。財務データが入手できない取引先に関しても、一定のルールにより類似会社の信用リスクに近似させるとい

う当社独自の計算モデルを開発しています。 

③ 兆し情報の提供 

取引先の与信情報に変化があった際に、電子メール等の手段でその旨と変化の内容を通知するサービスです。

市販の財務会計・販売管理などのアプリケーションソフトに登録された顧客情報を使って、複数のデータベース

からの信用情報の変化発現を日次で自動的に配信する仕組みを構築しております。（特願 2004－147953） 

  

以上のように、単なる情報参照ニーズからより高度な分析ニーズまで幅広く対応可能な総合的な与信管理サービ

スや企業リストを提供しております。また、企業情報に関連して、財務データの国際標準フォーマットであるＸＢ

ＲＬへの変換システムの提供等も行っております。これは、従来の企業情報は人が間に入っての解釈・再入力を前

提としていましたが、ＸＭＬ時代の情報流通はアプリケーション間での自動連携が実現するという想定の下、これ

を実現するための技術開発とサービスを、当社ＸＭＬ事業と連携して提供しています。 

  

(2) ＸＭＬ事業 

ＸＭＬ（eXtensible Markup Language）とは、データをネットワーク経由で送受信し、特定のプラットフォーム

に依存しない形でのデータ交換を行うためのメタ言語（言語を作る言語という意味）として、広く産業界からも注

目されています。ＸＭＬは、Ｗｅｂサイト上での情報交換、企業内外の情報システム間の柔軟な連携、企業内文書

の保管・検索・管理等の分野における共通の仕様になると考えられています。現在の主流であるHTML（Hyper Text 

Markup Language）との比較では、人手を介することなくアプリケーション間でデータの交換が実現できるようにな

ることが最大の特徴です。ＸＭＬの具体的な利点としては、以下のようなものがあげられます。 

① テキストで表現できない数式やベクトル画像などの情報交換には、目的別の専用言語を作成することができま

す。数式を表現するMath ML(Mathematical Markup Language)、ベクトル画像を表現するSVG(Scalable Vector 

Graphics) 、ビジネス情報を記述するXBRL(eXtensible Business Reporting Language)などがあります。 

② 特定の文書作成ソフトで作成したファイルをその固有の様式で保存すると、作成したアプリケーションが何ら

かの理由で使用できなくなった場合、復元は困難です。ＸＭＬで保存した文書であればどのようなアプリケー

ションでも復元が可能となります。 

③ ＸＭＬは、特別な様式をもたない普通の文字列で記述されます。したがって、どんな基本システム・アプリケ

ーションでも読むことができます。タグといわれるラベルに含まれるデータの内容などを記述する規則になっ

ているため、これを見るだけで人手を介することなく自動的な処理が可能となります。 

  

当社では、参照を目的とした電子文書の標準形式であるＰＤＦをＸＭＬに変換する社会的なニーズに着目し、米

国ＸＭＬ Cities,Inc.が開発したＰＤＦからＸＭＬへの変換ソフトウェア（ＰＤＦ２ＸＭＬ－ＳＤＫ）の日本にお



ける総販売代理権を三菱商事株式会社より取得し、ＸＭＬ事業を展開しております。具体的には、ＰＤＦ２ＸＭ

Ｌ－ＳＤＫを用いた個別アプリケーションの開発者に対する開発ツール提供、出版された印刷物をＸＭＬに変換し

て他のプラットフォームで表示する事業、例えば書籍・マニュアルのデータベース化・学術論文の自動変換、e-文

書法対応サービスなどがあります。 

  

(3) コンシューマー事業 

コンシューマー事業は、インターネットや携帯電話を利用したより効率的な情報収集と活用のスキームを提供す

る事業であり、一般消費者を最終ユーザとして意識しております。具体的には、①携帯電話を使った出退勤管理シ

ステムや消費者の個人特性の評価と行動ガイドの提供サービス、②教育機関との連携による学力診断及び履歴デー

タベース構築などがあります。 

  

(4) システム事業 

システム事業は、顧客システムの全部又は一部の開発及びメンテナンスを行う業務と、顧客データの変換・処

理・蓄積を行う業務に大別されます。具体的には、クライアントサーバーシステムやネットワーク関連システムの

設計・開発・運用・保守管理及びデータの入力に関する受託業務であります。データベースの流通事業にとって、

データ処理技術は必須の要件ですので、他の事業の推進上必要不可欠な事業となっております。平成17年12月31日

に株式会社エムタックを子会社化し、自治体におけるデータ処理の需要に対し、サポート体制を整えております。

これらのサービスは、運用実績の蓄積と共に蓄積データの分析市場が創出され拡大していくことになります。 

  



［事業系統図］ 
 



４【関係会社の状況】 

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

   ２ 議決権の所有割合の〔 〕内は、緊密な者等の所有割合で外数であります。 

     ３ 株式会社マイトベーシックサービスは債務超過会社であり、債務超過額は５百万円で 

     あります。 

    ４ 特定子会社であります。 

   ５ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

  

５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 
 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、１年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２ 全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 
 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 臨時雇用者はおりません。 

３ 従業員数増加の内訳は、内部管理体制の構築に伴う管理部門の増員と、サービス拡充に伴う営業部門及び

名 称 所在地

資本金又は 

出資金 

(千円)

主要な事業 

の内容

議決権の所有 

(被所有)割合 

(％)

関係内容

(連結子会社）

株式会社マイトベーシックサービス

 （注）３
東京都新宿区 10,000 システム事業 100.0

・役員の兼任（１名) 

・システム開発を委託 

・資金貸付及び債務 

 保証

(連結子会社）

株式会社エムタック 東京都新宿区 15,000 システム事業 83.3

・役員の兼任（2名） 

・管理業務を当社が 

 受託

(連結子会社）

株式会社販路開発 東京都港区 18,000 コンシューマー事業
50.0 

〔2.8〕
・役員の兼任（2名）

(連結子会社）

クロス・エー株式会社 東京都中央区 10,000 システム事業 100.0 ・役員の兼任（2名）

(連結子会社）

グリーンネットワーク株式会社 岐阜県大垣市 15,000 コンシューマー事業 60.0 ・役員の兼任（2名）

(連結子会社）

株式会社セールス・サポート・サー

ビシーズ  

（注）４

東京都渋谷区 81,920 システム事業 51.2 ・役員の兼任（2名）

(連結子会社）

株式会社エアフォルク 京都市中京区 32,000 システム事業 65.6 ・役員の兼任（2名）

(連結子会社）

株式会社日本ヘンプ 東京都港区 20,000 コンシューマー事業 100.0 ・役員の兼任（2名）

（平成18年12月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

企業情報事業 2（―）

ＸＭＬ事業 2（―）

コンシューマー事業 2（―）

システム事業 59（11）

全社（共通） 16（―）

合計 81（11）

（平成18年12月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

21 44.4 1.8 4,765,714



広報部門の増員によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び当社の連結子会社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好に推移してお

ります。 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景にした設備投資の拡大及び雇用環境の

改善による個人消費の増加傾向などに支えられて、概ね順調だったものの、引き続き不安定な国際情勢

とこれによる石油価格の高騰等により、国内経済への影響などの不安材料を未だ残したまま推移してま

いりました。当社を含むＩＴ産業界を取り巻く環境も、情報技術の高度化や、オフショア等のアウトソ

ーシングによる情報サービス市場のグローバル化、それによる受注単価の低価格化など、かつてないほ

ど激しい変化と競争の時代を迎えています。 

 このような状況の下、当社グループ（当社及び連結子会社）は、企業情報事業、ＸＭＬ事業を中心に

展開してまいりましたが、企業情報事業においては大口案件を受注したものの、当初9月に予定していた

中国総合Ｗｅｂサイト「知っトク中国(チャイナ)」のサービス開始が大幅に遅れたこと、及び新華通信

社動画ニュース配信も当連結会計年度の売上に貢献しなかったことなどが影響し、当初予定していた売

上からの減少を招きました。ＸＭＬ事業では、開発元である米国XML Cities, Inc. （ＸＣＩ社）内での

「ＰＤＦ２ＸＭＬ」の改良開発が遅れたことが営業活動にも響き、予定した成果を上げるに至りません

でした。システム事業においては、子会社株式会社エムタック（以下、「エムタック」）の自治体向け

のソフトウェア販売が好調に推移し、当社グループの実績に大きく貢献したものの、当初予想した連結

売上高までは届きませんでした。また、コンシューマー事業は、本格的なビジネスとして端緒についた

ばかりであるため、投資の回収は翌期以降となります。 

 当連結会計年度では、根源的に体制を強化するため、資本投下による子会社化により当社グループ整

備を急ピッチで進めてまいりました結果、当連結会計年度の売上高は1,240,206千円（前年同期比

125.3％）と伸張いたしましたが、当初予想していた売上からの減少、及び営業費用増大などの影響によ

り営業損失は28,923千円（前年同期は営業利益35,046千円）、経常損失は36,763千円（前年同期は経常

利益11,058千円）となりました。また、当期純利益においては、決算処理過程における監査法人との協

議の結果、当社が保有するソフトウェア等の一部資産について、280,433千円の除却損処理を行うことに

なりましたため、当期純損失は375,265千円（前年同期は、当期純利益10,043千円）となりました。 

 当連結会計年度中に当社グループに加わった連結子会社は、株式会社販路開発（以下、「販路開発」

＜平成18年6月設立＞）クロス・エー株式会社（以下、「クロス・エー」＜平成18年8月子会社化＞）、

グリーンネットワーク株式会社（以下、「グリーンネットワーク」＜平成18年8月設立＞）、株式会社セ

ールス・サポート・サービシーズ（以下、「SSS」＜平成18年10月子会社化＞）、株式会社エアフォルク

（以下、「エアフォルク」＜平成18年10月子会社化＞）、株式会社日本ヘンプ（以下、「日本ヘンプ」

＜平成18年12月設立＞）の６社であります。このうち、SSSとエアフォルクは平成18年12月31日が「みな

し取得日」となるため、当連結会計年度の業績への影響はありません。 

  事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 

＜企業情報事業＞  

 企業情報事業においては、システムベンダー向けの大口案件が成立したものの、「知っトク中国」等

のサービス開始の遅れや、新華通信社動画ニュースの有力ポータルサイトへの一括販売予定が販売実績

に対するロイヤリティーに切り替わったことなどにより、当連結会計年度の売上高は502,886千円(前年

同期比82.8％)、営業利益は139,556千円（同79.5％）にとどまりました。 

 

＜ＸＭＬ事業＞  

 ＸＭＬ事業においては、ＸＭＬ市場あまだ充分に成熟していない中では奮戦したものの、ＸＣＩ社に

おける「ＰＤＦ２ＸＭＬ」開発の遅れによる営業活動への影響により、売上高は202,757千円（同

257.9％）、営業利益は76,289千円（前年同期は営業損失48,331千円）にとどまりました。 

 

＜コンシューマー事業＞  

 コンシューマー事業では従来、インターネットを通じて一般消費者へのサービスを提供しており、昨

年6月に設立した販路開発、8月に設立したグリーンネットワークを加えて本事業の加速化を目指しまし

たが、当社単体での前年受注額を捕捉できなかったこと、及び両社が営業の端緒についたばかりであっ



たことなどが起因し、連結売上高は21,658千円（同43.9％）にとどまりました。教育事業の投資費用

先行により、営業損失は7,080千円（前年同期は営業利益14,760千円）となりました。 

 

＜システム事業＞  

 システム事業においては、当社の他事業部門と共同で新規サービスに向けたシステム開発を進めた結

果、売上高は512,904千円（同201.2％）、営業利益は228,085千円（同325.4％）と大きく伸長いたしま

した。これは主に、子会社エムタックによる地方自治体向けの家屋課税評価ソフトウェア「ＨＯＵＳＡ

Ｓ」の販売拡大が寄与したものであります。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、340,219千円となり、前年同期と比べて

564,253千円減少いたしました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりで

あります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、130,046千円の資金の減少となり、前年同期と比べ148,361

千円の減少となりました。これは主に税金等調整前当期純損失356,972千円の影響によるものであり

ます。 
  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,018,459千円の資金の減少となり、前年同期と比べさら

に743,233千円の資金減少となりました。これは主として子会社取得費用330,284千円及び無形固定資

産取得のための費用385,521千円の支出によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年連結会計年度並みの株式発行による収入が貢献し、

584,252千円（前年同期は1,096,803千円）の増加となりました。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループの提供するサービスの性格上、生産実績を測定することは困難でありますので、生産実績は記載し

ておりません。 

  

(2) 受注状況 

当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
（注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  ３ 当連結会計年度より、子会社のエムタックの受注残高を含めて記載しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自 平成18年１月１日 
  至 平成18年12月31日）

受注高
（千円）

前年同期比
(％)

受注残高
（千円）

前年同期比 
(％)

企業情報事業 567,171 96.1 178,285 156.4

ＸＭＬ事業 178,957 140.2 25,200 51.4

コンシューマー事業 80,420 104.0 86,761 309.9

システム事業 611,586 227.9 142,651 324.4



(3) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
 （注）１ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 前連結会計年度及び当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとお

りであります。 

 
  

３【対処すべき課題】 

 当社が現在対処すべきと考える課題とその対応策は以下のとおりであります。 

①有料情報の定着化：「優良な情報に対して適正な対価を支払う」という概念を一般的にしていくために、積極的に

活動してまいります。これにより、インターネットの普及に伴う「情報はタダ」という風潮から、「優良な情報は買

うもの」という風潮を定着させるべく努力してまいります。 

②個人ユーザーの確保：本年8月に子会社化したクロス・エーが提供するアフィリエイトプログラムの利用を広める

ことやグリーンネットワーク等の行うコンシューマー事業を積極的に展開し、地域に根ざした情報コンテンツを複合

的に提供することによって個人ユーザーを獲得すると共に、これに根ざした広告収入モデルを確立してまいります。

③アライアンスの拡大：当社は、数少ないリソースを有効に活用するため、代理店などとのアライアンスを有効に活

用していきます。そのため、膨大な独自ユーザーを保有する財務会計、営業支援、基本ソフトベンダー等を中心とし

た企業とのアライアンスを拡大してまいります。 

④コンテンツの多様化：当社は、情報ニーズの多様化に対応するため、株式会社東京商工リサーチが保有する120万

社の企業情報を中心として、中国企業情報、車の適合部品データベース等、多方面に亙る各種コンテンツの拡大に努

めてまいりました。今後も、情報流通業者としての重要な資源であるコンテンツをさらに充実すべく、情報領域の拡

大を目指してまいります。 

⑤オフショア開発の推進：システム開発においては、いかに優秀な人材を確保するかが鍵となっております。しか

し、変化の激しい市場に迅速に対応するためには、人材の確保・育成を待つことができません。そこで、当社は、コ

グニザント社インド開発センターへのオフショア開発（※）を推進し、質の高いサービスを提供するためのインフラ

を整えております 

（※）オフショア開発＝システム開発や運用管理等を海外の事業者などに委託すること。 

⑥国際化への対応：当社は「上海クロス・エー」の設立により、アフィリエイト分野における中国市場への進出を果

たしましたが、企業情報事業においても、今後ますます高まる中国関連情報ニーズに応えるため、中国総合情報Ｗｅ

ｂサイト「知っトク中国（チャイナ）」を今年３月末にオープンを予定しており、企業ユーザー及び一般ユーザーの

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自 平成18年 1月 1日
 至 平成18年12月31日）

金額（千円） 前年同期比(％)

企業情報事業 502,886 82.8

ＸＭＬ事業 202,757 257.9

コンシューマー事業 21,658 43.9

システム事業 512,904 201.2

合計（千円） 1,240,206 125.3

相手先

前連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日
至 平成17年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成18年 1月 1日
至 平成18年12月31日）

金額（千円）
割合
（％）

金額（千円）
割合
（％）

株式会社日立情報システムズ 178,020 21.5 334 0.0

株式会社パスコ 145,600 17.5 3,966 0.3

株式会社プロトン 131,540 15.8 － －



双方が満足できる中国情報を発信してまいります。中国を手始めに、将来的には、アジアその他の地域の企業情報提

供も目指します。また、「ＰＤＦ２ＸＭＬ」に関しましては、国際的にも類似商品がないことから、米国XML 

Cities,Inc.（ＸＣＩ社）との連携を強化し、海外展開を推進してまいります。 

⑦管理体制の強化：中長期的な会社の経営戦略を実践するにあたり、様々なリスクに対応した危機管理の強化及び会

社規模の拡大に伴う管理体制の強化は必然的な要素となっております。当社の経営基盤を揺るがすようなリスクを予

め察知し、排除する仕組みづくりとして内部統制システムの構築及び強化を図ります。会社法、証券取引法をはじめ

とする関係法規を引き続き遵守する体制を図り、ディスクロージャーに関しましては、取引所が定める会社情報適時

開示の規則に従い、正確で迅速な情報開示に努めてまいります。 

  

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 なお、文中の将来に関する事項は、

当連結会計年度末（平成18年12月31日現在）において当社グループが判断したものであります。 

1) 業績変動のリスクについて 

① 格付評価について 

 当社の提供する企業与信情報では、独自の基準により対象企業の「格付」を行っています。この結果

を不服として対象企業から訴訟を起こされる可能性があります。当社グループのサービス利用において

は個別に利用契約を結び、情報の利用範囲を制限しており、利用者や第三者からの訴訟が発生する可能

性は少ないものと考えられますが、訴訟が発生し、係争が続く場合は当社グループの業績に影響を与え

る可能性があります。 

② 中国情報について 

 当社は、外部の提携先からの情報提供に依存したコンテンツにより情報配信を行っておりますが、提

携先との取引条件を含め、提携先との関係が必ずしも現状どおりに保たれるという保証はありません。

また、新華通信社の活字及び動画ニュース配信には「日中翻訳」が必要であり、これらの誤訳によって

トラブルが生じた場合、当社グループの事業に損害賠償責任による影響が及ぶ可能性があります。 

③ ＸＭＬ事業の市場環境について 

 当社は、ＰＤＦからＸＭＬへの変換を自動化するツール「ＰＤＦ２ＸＭＬ」の日本総代理店として同

システムの販売を担っております。しかしＰＤＦからＸＭＬの変換需要が、当社が期待するスピードで

伸びない場合、及び開発元であるＸＣＩ社の提供する機能が市場の要求に応えられない場合には、事業

活動に影響を及ぼす可能性があります。 

④ システム開発案件について 

 当社のシステム事業では受託開発を主に行っており、想定を超える工数増加等が発生した場合、プロ

ジェクト収支が悪化し、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、開発したシス

テムに瑕疵が存在した場合、当社グループの事業に損害賠償責任による影響が及ぶ可能性があります。 

⑤ 競合について 

 システム事業に関しては、開発業者が多数存在しており、業界への参入障壁も大きくはないため、新

規参入が活発であります。企業情報事業及びコンシューマー事業に関しては、類似のサービスを提供す

る事業会社があります。これらの参入者及び既存の事業会社等が当社グループと直接競合するようにな

ると、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

⑥ 大型案件による業績の変動について 

 今後は事業の拡大に伴い影響は減少するものと考えていますが、当社グループの現状の事業規模にお

いては、大型案件の受注及び納期等の影響により、短期的に業績が大きく変動する可能性があります。 

⑦ 新規事業の取り組みについて 

 当社は、小規模組織の連携によって社会的インパクトの強い事業体となることを目指しており、経営

理念の一つとして「独自性」を標榜しております。より広い事業領域に拡大していく中で、新規性ゆえ

に不測の事態が招く惧れもあり、当社グループでは慎重に対処してまいりますが、特に環境関連商品の

取扱いは、市場性において必ずしも確立していない分野であるため、業績に影響が及ぶ可能性がありま

す。 

 

2) 特定の製品、技術への高い依存度について 

① 株式会社東京商工リサーチとの契約 



 当社は、企業情報事業において、データベースプロデューサー（原データの製造者）である株式会社

東京商工リサーチとの間で販売代理店契約を締結しており、当該契約に基づいて、企業情報の提供を受

け、かかる情報を当社顧客の要望に応じて加工し、または、当社が提供するサービスの入力フォーマッ

トに変換して利用しております。当社はメディア及びオンラインでの企業情報の販売代理店契約を締結

しておりますが、非独占契約であり、既に他の媒体、手段を通じ企業情報の提供に係る代理店契約を締

結している他社が、当社と同様のサービスを提供した場合、あるいは新規に当社と同様の契約を締結す

る第三者が現れた場合には、競争が激化し当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

② 三菱商事株式会社との契約 

 当社は、ＸＭＬ事業の基盤ソフトウェアでありＸＣＩ社が開発、商品化した「ＰＤＦ２ＸＭＬ－ＳＤ

Ｋ」に関して、日本市場における独占的販売権を有する三菱商事株式会社より総販売代理店権を取得し

ております。当該契約は1年間の有期契約であり、販売目標に対して実績を鑑みて更改される条項が存在

しております。平成18年12月31日に３度目の更改時期を迎え、双方合意のもと契約更改がなされまし

た。三菱商事株式会社との関係は良好であると当社は判断しておりますが、今後、契約更改について双

方で合意に達しない場合は、当社グループのＸＭＬ事業に多大な悪影響を及ぼす可能性があります。 

③ 株式会社新華通信ネットジャパンとの契約  

 当社は、企業情報事業において、中国国営新華通信社から配信される情報の日本語有料記事の独占的

販売権を取得するため、新華社『日本語情報』の正規日本総代理社である株式会社新華通信ネットジャ

パンと総販売代理契約を締結しております。これは、中国の経済的発展、及び北京オリンピックの開催

から、今後ますます中国情報の必要性が高まるとの判断によるものであります。しかしながら、中国に

おける経済的、社会的、及び政治的環境等の変化により、中国当局の政策次第によっては情報ソースが

押さえられない、または制限される惧れがあり、当社グループに多大な悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

④ 中国新華通信社動画ニュースの供給について 

 当社は、中国新華通信社の動画ニュース配信権を持つ待受放送局株式会社との協定により、国内総販

売代理契約を締結いたしましたが、③と同様の悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 中国への進出について 

 当社は今年1月、上海市において中国のアフィリエイト市場をターゲットにしたシステム供給会社「上

海琥鋭信息技術有限公司」を設立いたしましたが、当社において中国は新規市場であり、新たなシステ

ムを持ち込んでのセールスとなるため、同システムが充分行き渡るかどうかの保証はありません。ただ

し現在、中国大手ポータルサイトとの提携が進んでおり、営業面でのリスクは解消されつつあります。

一方、中国政府の規制もしくは高額な課税など突然の変更が生じた場合、当社グループの業績に悪影響

を及ぼす可能性はあります。 

 

3) 当社グループの事業推進体制について 

① 代表者への依存について 

 当社代表取締役社長である藤田幹夫は、当社設立以来の最高責任者であり、経営方針や経営戦略の策

定をはじめ、アライアンスパートナーの構築、新規事業の推進など各方面において重要な役割を果たし

てきております。このため、当社グループでは過度に同氏に依存しない組織的な経営体制の構築に努め

ているところではありますが、何らかの理由によって同氏が業務を執行できない事態が発生した場合に

は、当社グループの業務に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

② 小規模組織であることについて 

 当社は平成18年12月31日現在、役員7名、従業員21名と小規模であり、内部管理体制もこのような規模

に応じたものとなっております。また、当社では、販売代理店政策をとっているため、営業活動は主に

販売代理店開拓を少人数で行っております。事業の拡大に伴い、内部管理体制の一層の充実、内部統

制、営業体制の拡充を図る方針でありますが、これらが不十分、不適切な組織的対応の場合には、当社

の経営活動に支障が生じる可能性があります。 

③ 人材の確保について 

 当社グループは今後も新しいサービスの提供に努める所存ですが、今後さらなる成長のためには、現

在当社グループに在籍しております技術者を中心とするスタッフと同等かそれ以上のレベルの人材を採

用あるいは育成により確保していく必要があります。しかし、当社グループの求める人材の確保は必ず

しも容易ではなく、目標どおりに確保できるという保証はありません。当社グループは、今後とも積極

的に人材の確保に努めていく方針ではありますが、充分に確保できない場合、あるいは現在在職してい

る人材が退職した場合には事業運営に悪影響を及ぼす可能性があります。 



4) 法的規制等について 

 当社グループが営む事業に関する特有の法的規制は、現在のところ存在しておりません。ただし、企

業情報事業では個人からインターネット上でのサービス申し込みを受け付けており、システム事業では

顧客のメールサーバー管理を受託することがあります。いずれの場合も顧客の個人情報を扱うことにな

るため、「個人情報の保護に関する法律」の制約を受けることとなります。当社グループといたしまし

ては個人情報の管理については経営の最重要課題の一つであるとの認識の下、充分なセキュリティ対策

を講じておりますが、万が一顧客データの漏洩が発生した場合には、損害賠償の請求を受けることも含

めて当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。インターネットに関連する規制は電気通

信事業法がありますが、当社グループがインターネット関連事業を継続していく上で直接制約を受ける

ものではありません。しかし、今後インターネットに関連する法規制が進む可能性はあり、その結果当

社グループの事業においても制約を受ける可能性があります。 

  

５【経営上の重要な契約等】 

(1) 販売権の取得 

 
（注）対価として一定料率のロイヤリティーを支払っております。 

  

(2) 株式交換契約 

当社は平成18年７月５日に、クロス・エー株式会社（以下クロス・エー）と株式交換契約を締結し、

平成18年８月１日に株式交換による完全子会社化を行いました。子会社化の目的は、無料コンテンツに

対する広告課金モデルを取り入れることにより、有料コンテンツの配信と並ぶ事業モデルを構築するた

めであります。クロス・エーの普通株式１株に対して、当社の普通株式31株を割当て交付し、当社がク

ロス・エーの全株式（200株）を取得しました。株式交換比率の算定基準は、以下の通りであります。 

①ＤＣＦ法による算出： 

 まず、クロス・エーの売上利益計画（５年分）を基に、その妥当性について検討しました。次に、５

年間に生み出すフリーキャッシュフロー（約２億6000万円）に対して一定の割引率をもって現在価値

（241,344,179円）を算出しました。なお、ＤＣＦ法による算出は株式会社コスモハーモニーが実施しま

した。 

②類似公開企業比準方式による算出： 

 まず、クロス・エーの類似会社としてアドウェイズ（東京証券取引所マザーズ上場2489）およびファ

ンコミュニケーション（ジャスダック証券取引所上場2461）を選出しました。次に、当社及びクロス・

エーの１株あたり配当金額、１株あたり税引前利益及び１株あたり純資産の平均値に対するクロス・エ

ーの値の割合を求め、これらを所定の割合で考慮して、クロス・エーの株価（１株あたり1,555,005円）

を算出しました。これに発行済株式数を乗じて、クロス・エーの企業価値（311,001,052円）が算定され

ました。なお、類似公開企業比準方式による算出は株式会社ジャパンソリューションパートナーズが実

施しました。 

 上記２つの方式の算出結果を考察し、方式によって現在価値が違っていますが、よりクロス・エーの

契約会社名 契約先・契約名 契約内容 契約日

株式会社データプ

レイス

株式会社東京商工リサーチ・

「データベースの提供に関する

契約書」

非独占的販売権の取得 平成10年８月１日より１年

（自動更新）

株式会社データプ

レイス

三菱商事株式会社・「ライセン

スに関わる覚書」(注)

米国 XML  Cities,Inc.製

品の日本における独占的

販売権取得

平成19年１月１日より１年 

（１年毎の更新）

株式会社データプ

レイス

株式会社新華通信ネットジャパ

ン・総販売代理契約

総販売代理権の取得 平成18年４月１日より10年

株式会社データプ

レイス

待受放送局株式会社・総販売代

理契約

総販売代理権の取得 平成18年10月１日より５年



個別性が表現されているＤＣＦ法による結果（241,344,179円）を現在価値とし、発行済株式数（200

株）で除して一株価値（1,206,720円）を算出しました。最後に、クロス・エーの一株価値（1,206,720

円）を当社の一株評価額（39,563円）で除して、四捨五入により交換比率（１：31）を算出しました。 

  

６【研究開発活動】 

当社グループでは、新たな販路の開発とサービス体制の構築が経営の最重要課題の一つであると位置

付け、企業情報事業においてマーケティング調査及びフィージビリティースタディーを行いました。当

連結会計年度の研究開発活動は、会員制サービス体制の構築によるデータベースの流通促進というテー

マへの取り組みを開始しました。当連結会計年度における企業情報部門の研究開発費は18,400千円であ

ります。システム事業においては、株式会社エムタックが全国の自治体向けに試作品を開発しており、

当連結会計年度における研究開発費が5,000千円となっております。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。 

株式会社セールス・サポート・サービシーズ及び株式会社エアフォルクは、みなし取得日を各々、平成

18年12月31日としているため、当連結会計年度の業績への影響はありません。 

  

(1) 財政状態の分析 

当社が保有する無形固定資産のうち一部ソフトウェアの除却損279,501千円が発生し、これに子会社役

員退職慰労金の計上額39,600千円を加え、当連結会計年度におきまして322,033千円の特別損失を計上い

たしました。この結果、当期純損失は375,265千円となりました。除却ソフトウェアの内容は、①ＡＳＰ

サービス用財務分析ソフト、②金融サービス向けネッティング用ソフトウェア、与信モデルカスタマイ

ズソフト、③企業情報ＧＩＳ連携システム、④Cognizant社によるＸＢＲＬシステムの初期バージョンで

ありますが、当社はこれらのソフトウェアを利用したサービスを提供する目的をもって、開発及び仕入

を行ってきたものであります。これらのサービスの将来見通しについて当社と監査法人において協議し

た結果、今回の決算において除却損を計上することにいたしました。 

 なお、当社の中軸をなしているシステムサービスの提供には、今後とも努力傾注すると同時に、市場

性を勘案した有効なソフトウェアの開発に努めてまいる所存です。 

 当社グループの当連結会計年度末における資産は、前述のソフトウェアの除却による無形固定資産の

減少に比し、子会社株式、長期前払費用など投資等の大幅な増加によりまして、前連結会計年度末比で

は247,169千円増加し、2,099,493千円となりました。負債につきましては、固定負債のうち社債が減少

した結果、前連結会計年度末比で14,115千円減少し、859,891千円となっております。純資産につきまし

ては、資本及び資本準備金の大幅増加により、前連結会計年度末比で282,875千円増加し、1,239,601千

円となりました。この結果、当連結会計年度末の自己資本比率は前年同期比で6ポイント上昇し、57.6％

となりました。 

  

(2) 経営成績の分析 

(売上高） 

 当連結会計年度の売上高は1,240,206千円（前年同期比125.3％）と伸張いたしましたが、当初予定し

ていた売上より低い数値に終わりました。これは、企業情報事業においては大口案件を受注したもの

の、当初9月に予定していた中国総合Ｗｅｂサイト「知っトク中国(チャイナ)」のサービス開始が大幅に

遅れたこと、及び新華通信社動画ニュース配信も当連結会計年度の売上に貢献しなかったことなどによ

るものです。 

 

 (経常損失） 

 当初予想していた売上からの減少、及び営業費用増大などの影響により、当期は36,763千円の経常損

失（前年同期は経常利益11,058千円）を計上いたしました。 

 

 (当期純損失) 



 決算処理過程における監査法人との協議の結果、当社が保有するソフトウェア等の一部資産につい

て、280,433千円の除却損処理を行うことになりましたため、当期は375,265千円の純損失（前年同期は

10,043千円の純利益）を計上いたしました。 

  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資は、主としてソフトウェアの開発及び総販売代理権の取得によるもので、

設備投資総額は、541,884千円であります。当社グループでは革新的サービスを提供するため、自社利用

ソフトウェアを先行して開発する事業モデルを特徴としております。事業の種類別セグメントの設備投

資について示すと、次のとおりであります。 

 

(1) 企業情報事業部門 

 当連結会計年度の主な設備投資は、次のとおりであります。サービスの拡充をはかるため、日中翻訳

エンジン、ストリーミング配信システム及びカスタマーウォッチャー（営業支援システム）を開発しま

した。また、ユーザー層拡大のため、就職支援システムを導入し、参加型のＡＳＰサービス等との連携

をはかりました。一方で、中国情報コンテンツ強化のため、株式会社新華通信ネットジャパン及び待受

放送局株式会社より総販売代理権を取得しました。これらにより、企業情報事業部門として総額356,923

千円の投資を実施しました。重要な設備の除却としては、ＡＳＰサービス用の財務分析ソフト、与信モ

デルカスタマイズソフト及びＧＩＳ連携システム等により、242,919千円の除却を実施しました。 

(2) ＸＭＬ事業部門 

 当連結会計年度の主な設備投資は、前年度に続きＸＢＲＬ関連システムに注力する一方で、各種帳票

からＸＭＬへの連携をはかるための、システム開発を行いました。これらにより、ＸＭＬ事業部門とし

て総額78,562千円の投資を実施しました。重要な設備の除却としては、ＸＢＲＬ格付ソフト等により、

36,581千円の除却を実施しました。 

(3) コンシューマ事業部門 

 当連結会計年度の主な設備投資は、学力診断支援システム等の開発費用等により、総額24,076千円の

投資を実施しました。なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

(4) システム事業部門 

 当連結会計年度の主な設備投資は、ＨＯＵＳＡＳ（家屋評価システム）や文換堂（PDF2XML変換システ

ム）、ArcFinder（オフィスドキュメントＰＤＦ変換システム）、DighitalSecurity等の開発費用とし

て、総額71,624千円の投資を実施しました。なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

(5) 全社共通 

 当連結会計年度の主な設備投資は、事務所インフラ環境の構築（ＰＣやサーバーの増設など）によ

り、総額10,697千円の投資を実施しました。なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  



２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

 
  

 
 （注）１ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

 
３ 従業員数の（ ）書きは、臨時従業員数であります。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

(1) 提出会社 平成18年12月31日現在

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
(人)建物及び 

構築物
工具・器具
及び備品

ソフト
ウェア

長期前払
費用

合計

本    社
(東京都港区)

事務所 3,837 9,007 252,842 133,844 399,530
21 
(－)

(2) 国内子会社 平成18年12月31日現在

会社名
事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
(人)建物

工具器具
及び備品

ソフト
ウェア

長期前払
費用

合計

株式会社マイト 
ベーシックサービス

本    社 
(東京都新宿区)

事務所 225 2,035 9,150 174 11,584
28

（11)

株式会社エムタック
本    社 
(東京都新宿区)

事務所 1,227 4,110 29,753 382 35,472
28
(－)

株式会社販路開発
本    社 
(東京都港区)

事務所 － 96 － － 96
－
(－)

クロス・エー株式会社
本    社 
(東京都中央区)

事務所 － － 1,321 － 1,321
2

(－)

グリーンネットワーク 
株式会社

本    社 
(岐阜県大垣市)

事務所 － － － － －
1

(－)

株式会社セールス・サポ
ート・サービシーズ

本    社 
(東京都渋谷区)

事務所 － 610 5,178 1,006 6,794
3

(－)

株式会社エアフォルク
本    社 
(京都市中京区)

事務所 88 466 － 721 1,275
6

(－)

株式会社日本ヘンプ
本    社 
(東京都港区)

事務所 － 291 － 5,000 5,291
－
(－)

会社名 設備の内容 年間リース料 リース契約残高

株式会社データプレイス 車両運搬具 － 千円 8,347千円

ソフトウェア 35,362千円 201,358千円

株式会社エムタック 工具・器具及び備品 480千円 1,842千円

車両運搬具 907千円 2,248千円

ソフトウェア 6,033千円 3,696千円



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 
（注）  平成19年３月28日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、会社が発行する株式の総数は同日

より151,000株増加し、211,000株となっております。 

  

②【発行済株式】 

 
 （注） １ 発行済株式は、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり

ます。 

２ 事業年度末から提出日までの間に、平成19年２月16日開催の取締役会決議に基づき、平成19年３月５日

を払込期日とし、ローリングトラスト投資事業組合を引受先とする、第三者割当による新株式（普通株

式）6,000株を発行しております。 

３ 提出日現在の発行数には、平成19年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使

（旧商法第280条ノ19に規定する新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式数は、含まれて

おりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

（平成16年３月30日開催の定時株主総会決議） 

 
 （注） １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。た

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000

計 60,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年３月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 46,956 52,956
名古屋証券取引所
(セントレックス)

(注)

計 46,956 52,956 ― ―

区分
事業年度末現在

（平成18年12月31日）
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日）

新株予約権の数 926個 926 個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 1,852 株 1,852 株

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円 25,000円

新株予約権の行使期間
平成18年６月１日から
平成21年３月30日まで

平成18年６月１日から 
平成21年３月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  25,000円
資本組入額 12,500円

発行価格  25,000円 
資本組入額 12,500円

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する 
事項

（注１） （注）１



だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を

調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。 
  

 1 
調整後行使価額＝調整前行使価額×―――――――― 

分割・併合の比率 

  

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使による

場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

ただし、算式中「既発行株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。 

  

既発行 新規発行（処分）株式数×1株当たり払込金額 
株式数＋――――――――――――――――――――― 

調整後  調整前          新規発行（処分）前の時価 
行使価額＝行使価額×――――――――――――――――――――――――― 

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 

３ 新株予約権の行使の条件 

(i)   新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、

権利行使時において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。 

(ii)  新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。 

(iii)  新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。 

(iv)  その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権

割当契約」に定めるところによる。 

  

（平成16年３月30日開催の定時株主総会決議） 

 
 （注） １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を

区分
事業年度末現在

（平成18年12月31日）
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日）

新株予約権の数 1,200個 1,200個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 2,400株 2,400株

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円 25,000円

新株予約権の行使期間
平成16年６月１日から
平成21年３月30日まで

平成16年６月１日から 
平成21年３月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  25,000円
資本組入額 12,500円

発行価格  25,000円 
資本組入額 12,500円

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

（注）１ （注）１



調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 



  
 1 

調整後行使価額＝調整前行使価額×―――――――― 
分割・併合の比率 

  

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使による

場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

ただし、算式中「既発行株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。 

  

既発行 新規発行（処分）株式数×1株当たり払込金額 
株式数＋――――――――――――――――――――― 

調整後  調整前          新規発行（処分）前の時価 
行使価額＝行使価額×――――――――――――――――――――――――― 

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 

  

３ 新株予約権の行使の条件 

(i)   新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、

権利行使時において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。  

(ii)  新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。 

(iii)  新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。 

(iv)  その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権

割当契約」に定めるところによる。 

  
  

（平成17年８月26日開催の臨時株主総会決議） 

 
 （注） １．なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものと

する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的とな

る株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとす

る。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が

新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権１個当たりの払込金額は、1株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に新株予約権

１個の株式数を乗じた金額とする。 行使価額は、当社普通株式の株式上場（店頭登録を含む）に際し

て行う公募増資等のために当社取締役会又は取締役会の授権を受けた代表取締役が決定し公表する当社

普通株式の一般募集における発行価格・売出しにおける売出価格と同額とする。なお、行使価格決定後

当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を

区分
事業年度末現在

（平成18年12月31日）
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日）

新株予約権の数 400個 400個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 800株 800株

新株予約権の行使時の払込金額 85,000円 85,000円

新株予約権の行使期間
平成19年９月10日から
平成24年３月７日まで

平成19年９月10日から 
平成24年３月７日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

発行価格  85,000円
資本組入額 42,500円

発行価格  85,000円 
資本組入額 42,500円

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

（注）１ （注）１



調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。 

  1 
調整後行使価額＝調整前行使価額×―――――――― 

分割・併合の比率 

  

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使による

場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。ただし、算式中「既発行株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まな

い。 

既発行 新規発行（処分）株式数×1株当たり払込金額 
株式数＋――――――――――――――――――――― 

調整後  調整前          新規発行（処分）前の時価 
行使価額＝行使価額×――――――――――――――――――――――――― 

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 

３．新株予約権の行使の条件 

  (ⅰ) 新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利 

  行使時において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。 

  (ⅱ) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。 

  (ⅲ) 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。 

  (ⅳ) その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当 

  契約」に定めるところによる。 



  
(平成18年３月28日開催の定時株主総会決議) 

 
(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
  
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使による場合

を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただ

し、算式中「既発行株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。 
  

   
３ 新株予約権の行使の条件 

(ⅰ) 新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利行使

時において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。 

(ⅱ) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。 

(ⅲ) 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。 

(ⅳ) その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契

約」に定めるところによる。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

区分
事業年度末現在
(平成18年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日)

新株予約権の数 500個 500個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 1,000株 1,000株

新株予約権の行使時の払込金額 143,500円 143,500円

新株予約権の行使期間
平成20年４月30日から
平成25年４月26日まで

平成20年４月30日から 
平成25年４月26日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 143,500円
資本組入額 71,750円

発行価格  143,500円 
資本組入額 71,750円

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する 
事項

（注）１ （注）１

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行(処分)前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

（注）１ 有償第三者割当 

割当先  藤田 幹夫 

発行価格       50,000円  

資本組入額      50,000円 

２  株式分割（1：10） 

３  有償第三者割当 

割当先 オックス情報株式会社 

発行価格       35,000円  

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成14年７月30日
（注１）

200 600 10,000 30,000 ― ―

平成14年12月17日
（注２）

5,400 6,000 ― 30,000 ― ―

平成15年１月31日
（注３）

1,000 7,000 35,000 65,000 ― ―

平成16年２月27日
（注４）

1,400 8,400 35,000 100,000 35,000 35,000

平成16年４月29日
（注５）

1,400 9,800 35,000 135,000 35,000 70,000

平成16年６月17日
（注６）

600 10,400 15,000 150,000 15,000 85,000

平成16年10月20日
（注７）

300 10,700 9,750 159,750 9,750 94,750

平成16年12月27日
（注８）

― 10,700 ― 159,750 11,618 106,368

平成17年９月９日
（注９）

2,000 12,700 65,000 224,750 65,000 171,368

平成17年11月16日
（注10）

3,000 15,700 165,750 390,500 306,000 477,368

平成17年11月30日 
     （注11）

800 16,500 20,000 410,500 20,000 497,368

平成18年２月１日 
     (注12)

16,500 33,000 ― 410,500 ― 497,368

平成18年４月26日 
     (注13)

1,000 34,000 16,250 426,750 16,250 513,618

平成18年５月10日 
     (注14)

1,000 35,000 30,000 456,750 30,000 543,618

平成18年７月24日 
     (注15)

5,000 40,000 100,000 556,750 100,000 643,618

平成18年８月１日 
     (注16)

6,200 46,200 ― 556,750 310,868 954,486

平成18年12月20日 
     (注17)

608 46,808 9,880 566,630 9,880 964,366

平成18年12月25日 
     (注18)

4 46,812 50 566,680 50 964,416

平成18年12月26日 
     (注18)

40 46,852 500 567,180 500 964,916

平成18年12月27日 
     (注18)

104 46,956 1,300 568,480 1,300 966,216



資本組入額      35,000円 

４  有償第三者割当 

割当先 オックス情報株式会社、安田企業投資２号投資事業有限責任組合、他９名 

発行価格       50,000円  

資本組入額      25,000円 

５  有償第三者割当 

割当先 明治キャピタル７号投資事業組合、ＯＦＣＯ３号投資事業組合、藤田幹夫 

発行価格       50,000円  

資本組入額      25,000円 

６  有償第三者割当 

割当先 オリックス７号投資事業有限責任組合、投資事業組合オリックス８号 

発行価格       50,000円  

資本組入額      25,000円 

７  有償第三者割当 

割当先 株式会社ほたか、藤田幹夫 

発行価格       65,000円  

資本組入額      32,500円 

８  合併差益 

合併先：株式会社アイ・トラスト 

９  新株予約権の行使 

行使者 三菱商事株式会社 

発行価格       65,000円  

資本組入額      32,500円  

10  有償一般募集(ブックビルディング方式) 

発行価格       170,000円    引受価額       157,250円 

発行価額       110,500円    資本組入額      55,250円 

11  新株予約権の行使 

行使者 株式会社インビリオン 

発行価格       50,000円  

資本組入額      25,000円  

12  株式分割 

平成18年２月１日をもって１株を２株に分割し、発行済株式総数が16,500株から33,000株へ増加しており

ます。 

13  新株予約権の行使 

行使者 エイチ・エス証券株式会社、安田企業投資２号投資事業有限責任組合 

発行価格       32,500円  

資本組入額      16,250円  

14  新株予約権の行使 

行使者 オックスホールディングス株式会社 

発行価格       60,000円 

資本組入額      30,000円 

15  有償第三者割当 

割当先 株式会社アドバックス 

発行価格       40,000円 

資本組入額      20,000円 

16  株式交換 

  クロス・エー株式会社を株式交換（1：31）により、完全子会社化いたしました。 

  本株式交換により、発行済株式総数が6,200株、資本準備金が310,868千円増加しておりま 

    す。なお、資本金に変更はありません。 

17  新株予約権の行使 

行使者 藤田 幹夫 

発行価格       32,500円 

資本組入額      16,250円 



18  新株予約権の行使 

行使者 当社役員及び元従業員、子会社従業員及び元従業員 

発行価格       25,000円 

資本組入額      12,500円 

19  期末日後提出日までの発行済株式総数及び資本準備金の増加は次の通りであります。 

 
（注）  ローリングトラスト投資事業組合に対する第三者割当によるものであります。 

  

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成19年３月５日
（注）

6,000 52,956 150,000 718,480 150,000 1,116,216



(5)【所有者別状況】 

 
  

(6)【大株主の状況】 

平成18年12月31日現在 

 
（注） １ 前事業年度末に主要株主であった三菱商事株式会社は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

    ２ 当期より、有限会社グローバルキャピタル及び株式会社アドバックスが、主要株主となりました。 

  

平成18年12月31日現在

区分

株式の状況

政府及び地
方公共団体

金融機関 証券会社
その他の法
人

外国法人等

個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人) － 1 6 21 3 2 1,503 1,536

所有株式数 
（株）

－ 64 4,866 14,462 4,729 8 22,827 46,956

所有株式数の
割合（％）

－ 0.14 10.36 30.80 10.07 0.02 48.61 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

藤田幹夫 東京都港区 7,664 16.32

(有)グローバルキャピタル 東京都中央区銀座7丁目13番10号 6,200 13.20

(株)アドバックス 東京都千代田区五番町６番地２ 5,000 10.65

インベスター グロース キ
ャピタル ホールディング 
ビー・ヴィ

オランダ王国、アムステルダム 1077 エ
ックス・エックス  ストラウィンスカイ
ラーン 1159 ディータワー 11階 
常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行 
      カストデイ業務部 
東京都千代田区丸の内２丁目７番１号

4,621 9.84

松井証券株式会社（一般信用
口） 東京都千代田区麹町1丁目４番地 4,521 9.63

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３番１号 2,000 4.26

細川 徳生 東京都中央区 594 1.27

鈴木 雅人 埼玉県狭山市 488 1.04

花田 政子 東京都新宿区 470 1.00

櫨原 勤 和歌山県田辺市 467 0.99

計 ― 32,025 68.20



(7)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 
  

②【自己株式等】 

 
  

(8)【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式のストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280

条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成16年３月30日開催の定時株主総会及び平成17年８

月26日開催の臨時株主総会、並びに平成18年３月28日の定時株主総会において特別決議されたものであります。当

該制度の内容は以下のとおりであります。 

  

平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 46,956 46,956 －

発行済株式総数 46,956 － －

総株主の議決権 － 46,956 －

平成18年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有 株 式 数
（株）

他人名義所
有 株 式 数
（株）

所有株式数
の 合 計
（株）

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合（％)

－ － － － － －

計 － － － － －



  

 
  
  

 
  

（注）  期末日以後、平成19年３月28日開催の定時株主総会にて、ストックオプション（新株予約権）を発行してお

ります。当該発行の概要については、、「第５経理の状況 １連結財務諸表等（重要な後発事象）」及び

「第５経理の状況 ２財務諸表等（重要な後発事象）」に記載しております。 

  

決議年月日 平成16年３月30日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社及び当社子会社の取締役 ６名
当社及び当社子会社の従業員 20名

当社の代表取締役   １名

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2)新株予約権等の状況」に記載
しております。

「(2)新株予約権等の状況」に記載
しております。

新株予約権の目的となる株式の数
(株)

同上 2,000

新株予約権の行使時の払込金額
（円）

同上
「(2)新株予約権等の状況」に記載
しております。

新株予約権の行使期間 同上 同上

新株予約権の行使の条件 同上 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 同上

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載
しております。

「(2)新株予約権等の状況」に記載
しております。

決議年月日 平成17年８月26日 平成18年３月28日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社の監査役     ３名
当社の従業員     ３名 
当社子会社の従業員  １名

当社の代表取締役   １名 
当社の従業員     ８名

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

新株予約権の目的となる株式の数
(株)

同上 640

新株予約権の行使時の払込金額
（円）

同上
「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

新株予約権の行使期間 同上 同上

新株予約権の行使の条件 同上 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 同上

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。



２【自己株式の取得等の状況】 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

  

 
  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役決議に基づかないものの内容】 

   該当事項はありません。 
  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
 (注）第８期定時株主総会において、自己株式取得の件につき、同株主総会終結の時から次期定時株主総会終結の時

までに当社普通株式を株式総数300株、総額30,000,000円を限度として買い受けることを決議いたしましたが、

当期純損失を計上することとなったため、実施しませんでした。 

  

   【株式の種類等】 旧商法第210条第１項による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

株主総会(平成18年３月28日)での決議状況 
(取得期間平成18年３月28日～平成19年 ３月28日)

300 30,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存授権株式の総数及び価額の総額 300 30,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100 100

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100 100

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 ― ― ― ―



３【配当政策】 

当社は、財務体質の強化とＭ＆Ａによる事業拡大を図るため、創業以来配当を実施しておりません。さらなる事業

展開を目指すため、今後も内部留保に重点を置いてまいります。経営成績及び財政状態において急速な進展が見られ

た場合には、利益還元策を講じたいと考えておりますが、当面は配当を行わない予定であります。 

 なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当（取締役会決議による）を行うことができる旨を定款に定

めております。 

  

４【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 
(注)１ 最高・最低株価は名古屋証券取引所(セントレックス)におけるものであります。 

２ 当社株式は、平成17年11月17日から名古屋証券取引所(セントレックス)に上場されております。それ以前に

ついては該当事項はありません。 

３ ※印は、平成18年２月１日付で行われた株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 
(注)１ 最高・最低株価は名古屋証券取引所(セントレックス)におけるものであります。 

  

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成15年５月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

最高(円) ― ― ― 291,000
264,000
※114,000

最低(円) ― ― ― 168,000
190,000
※31,100

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 72,500 61,000 54,600 53,500 55,500 53,900

最低(円) 41,300 49,000 48,200 46,600 44,000 40,200



５【役員の状況】 

 
（注）１ 第９期定時株主総会終結の時より第10期定時株主総会終結の時まで 

   ２ 第７期定時株主総会終結の時より第11期定時株主総会終結の時まで 

   ３ 平成17年８月26日開催の臨時株主総会終結の時より第11期定時株主総会終結の時まで 

   ４ 第９期定時株主総会終結の時より第13期定時株主総会終結の時まで 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締
役社長

― 藤田 幹夫 昭和26年6月18日

昭和49年４月
 
平成２年２月
 
平成８年３月
平成８年10月
 
 
平成10年６月
平成16年７月
 
平成18年７月
 
平成18年８月
 
平成18年10月

株式会社日本ビジネスコンサルタント（現株
式会社日立情報システムズ）入社
株式会社エム・ケー・シー（現ソラン株式会
社）入社
株式会社ソフトウェアジャパン入社
同社代表取締役社長
株式会社ジャパンソリューション設立  
代表取締役社長
当社設立 代表取締役社長（現任）
株式会社マイトベーシックサービス
取締役(現任）
株式会社エムタック 代表取締役社長（現
任）
グリーンネットワーク株式会社 代表取締役
会長 (現任) 
株式会社セールス・サポート・サービシーズ
代表取締役（現任）

(注)１ 7,664

取締役 ― 松田 純弘 昭和41年７月４日

昭和59年８月 

平成５年４月 

平成12年４月 

平成13年４月 

 

平成18年６月 

平成19年３月

新生住宅グループ入社 

株式会社スエクニ代理店責任者 

株式会社ジェイアイエム取締役 

株式会社チャンスイット取締役副社長（現

任） 

クロスエー株式会社取締役（現任） 

当社取締役（現任）

(注)１ －

取締役 ― 大島 浩道 昭和36年８月19日

昭和54年４月 

昭和60年４月 

平成10年10月 

平成13年４月 

平成15年７月 

 

平成19年３月

株式会社平田組入社 

株式会社興和通商入社 

オーシャンエンタープライズ設立 

株式会社サンテベール代表取締役（現任） 

株式会社ニナファームジャポン代表取締役 

（現任） 

当社取締役（現任）

(注)１ －

取締役 ―
William 
P.Fong

昭和40年12月15日

平成12年６月 

平成14年５月 

 

平成19年３月

IMGOマネージングディレクター 

Investor Growth Capital Asia 

マネージングディレクター（現任） 

当社取締役（現任）

(注)１ －

常勤監査
役

― 中込  工 昭和24年６月21日

昭和50年４月 

 

平成17年２月 

平成17年３月

三菱石油株式会社 (新日本石油株式会社) 

入社 

当社入社 

当社常勤監査役（現任）

(注)２ －

監査役 ― 杉井 孝 昭和22年1月14日

昭和43年９月 

 

昭和44年７月 

昭和62年７月 

平成８年７月 

平成10年４月 

 

平成12年10月 

 

平成14年10月 

 

平成17年８月

国家公務員上級試験（法律）合格 

司法試験合格 

大蔵省入省 

主計局主計企画官 

大臣官房審議官（銀行局担当） 

同省退職 

財政金融企画事務所開設 

弁護士登録、杉井法律事務所開設 

 同事務所代表 

弁護士法人杉井法律事務所開設 

 同事務所代表（現任） 

当社監査役（現任）

(注)３ －

監査役 ― 西山 暢一 昭和９年９月７日

昭和31年３月 

昭和48年３月 

昭和56年３月 

 

昭和62年２月 

平成５年３月 

平成５年11月 

平成11年12月 

平成19年３月

警視庁入庁 

警視庁警部 

警視庁警視 

在上海日本国総領事館領事 

（滝川警察署・世田谷警察署署長） 

警視正 

株式会社新井組人事総務部長 

株式会社新井組退社 

当社監査役（現任）

(注)４ －

計 7,664



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、企業を取り巻く利害関係者に対する説明責任を果たしつつ、企業価値の最大化を図ることが、コーポレ

ート・ガバナンスの目指すところであると位置付けております。具体的には、経営の効率性の向上、経営の健全性

の維持及びこれらを達成するための経営の透明性確保を最重要課題として、認識しております。 

 第10期からは執行役員制度を導入し、経営と執行にかかる責任体制の明確化を図ってまいります。さらに、社外

取締役制度の導入により、これまで以上に経営の透明性と客観性を確保し、より一層迅速な意思決定を行い、機動

的かつ柔軟な経営を目指してまいります。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の内容 

当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名、社外監査役２名の計３名（平成18年12月31日現在）で構

成しております。社外監査役には弁護士を選任し、その専門知識と幅広い経験を活かすことにより監査機能をよ

り強化するとともに、企業経営者に対する監視等の実効性の向上を図っております。 

 取締役会は取締役７名で構成しており、開催頻度は最低月１回以上開催しております。取締役会では、法令で

定められた事項や経営に関する重要事項について決定するとともに、業務執行状況の報告及び監督を行っており

ます。 

 社外監査役の専従スタッフは配置しておりません。取締役会には監査役が出席し、取締役を監視する体制をと

っており、監査役監査に必要な資料を適宜検討できる状況になっております。 

 取締役および監査役は、会社法第426条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

旨を、定款で定めております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定する額を限度としておりま

す。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役または監査役が責任の原因となった職務の遂行につい

て、善意かつ重大な過失がないときに限られます。 

② 内部統制システムの整備の状況 

当社は定款や社内規程等に違反することのないよう担当各部門において牽制体制を構築しておりますが、加え

て更なる内部統制の充実を図るため、経営監査室（１名）による内部監査を実施しております。当社の内部監査

は、その目的を主として社内不正の防止に置いております。一方で監査役及び監査法人による監査は法定の監査

であり、個々の目的は異なりますが、より効率的な監査を実施するためには三者の情報交換が重要であると考え

ております。当社は小規模組織であるため、取締役会において重要な意思決定や業務執行に関する報告がなされ

ることを基本としており、各種の委員会や検討会は設置しておりませんが、適宜の会議を開催することによって

充分な意思の疎通が図られているものと考えております。法定会計監査は東陽監査法人に依頼しております。  

③ 企業情報開示の状況 

当社は投資家へ適時に情報を開示するよう努めており、経営の透明性とアカウンタビリティーを積極的に果た

してまいります。また投資家へのＩＲ活動も充実させ、資本市場との信頼関係の構築に注力してまいります。 

④ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役２名はともに当社及びグループ企業での勤務経験はなく、また当社との資本的関係および取引はあ

りません。 

⑤ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近一年間における実施状況 

投資家の皆様へ向けた積極的な情報開示として、年２回の事業説明会を開催しました。また、社外監査役のう

ち１名は弁護士であることから、取締役会の前後に監査役会議を開催し、一般的な監査と合わせて法律的な観点

から、活動内容の検証を行っております。 

⑥ 関連当事者（親会社等）との関係に関する方針 

当社は親会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

(3) 会計監査の状況 

当社は、東陽監査法人と監査契約を締結しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執

行社員と当社の間には、利害関係はありません。 

当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については次のとおりです。 

   ・業務を執行した公認会計士の氏名   髙木 忠儀、井上 司 

   ・会計監査業務に係る補助者      公認会計士４名、会計士補１名 

(4) 役員報酬及び監査報酬 



第９期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであ

ります。 

役員報酬： 

取締役に支払った報酬      13,400千円（使用人兼務取締役の給与16,423千円を含まず） 

監査役に支払った報酬       5,460千円 

  

監査報酬： 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務 

（監査証明業務）に基づく報酬  25,000千円 

上記業務以外に基づく報酬はありません。 

  

(5) 取締役の定数 

当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。 

  

(6) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

  

(7) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。こ

れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものであります。 

  



第５【経理の状況】 

  

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

また、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、「財務諸表等の監査証明に関する内閣府

令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日 内閣府令第56号）附則第２項の但し書きにより、改正後の

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令等の一部を

改正する内閣府令」（平成18年４月26日 内閣府令第56号）附則第２項の但し書きにより、改正後の財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日ま

で）及び前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年１月１日から

平成18年12月31日まで）及び当事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、東陽監査法人により監査を受けております。 

  



１【連結財務諸表等】 

(1)【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

前連結会計年度
(平成17年12月31日)

当連結会計年度 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

  １ 現金及び預金 904,472 340,219

 ２ 受取手形及び売掛金 129,311 195,784

 ３ たな卸資産 32,139 159,606

  ４ 繰延税金資産 13,929 3,672

 ５ その他 82,776 186,738

   貸倒引当金 △798 △553

  流動資産合計 1,161,831 62.7 885,468 42.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1)建物及び構築物 7,070 6,635

    減価償却累計額 △2,481 4,588 △1,255 5,379

  (2)その他 36,360 41,674

    減価償却累計額 △28,216 8,144 △25,055 16,618

   有形固定資産合計 12,732 0.7 21,997 1.0

 ２ 無形固定資産

  (1)ソフトウェア 408,309 298,246

  (2)ソフトウエア仮勘定 － 149,426

  (3)連結調整勘定 142,349 －

  (4)のれん － 438,766

  (5)その他 49,665 1,682

   無形固定資産合計 600,324 32.4 888,120 42.3

 ３ 投資その他の資産

  (1)投資有価証券 － 50,300

   (2)長期前払費用 － 141,129

  (3)繰延税金資産 9,602 3,234

  (4)その他 67,832 109,241

    投資その他の資産合計 77,435 4.2 303,906 14.5

  固定資産合計 690,493 37.3 1,214,024 57.8

  資産合計 1,852,324 100.0 2,099,493 100.0



  
前連結会計年度
(平成17年12月31日)

当連結会計年度 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 8,215 27,147

 ２ 短期借入金 830 110,535

 ３ １年以内返済予定 
   の長期借入金

143,594 169,958

  ４ １年以内償還予定 
    の社債

64,000 64,000

  ５ 未払法人税等 59,685 29,394

  ６ 賞与引当金 18,814 2,665

  ７ 前受金 66,909 80,940

  ８ その他 47,133 57,281

  流動負債合計 409,181 22.1 541,921 25.8

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 196,000 72,000

 ２ 長期借入金 268,825 245,970

  固定負債合計 464,825 25.1 317,970 15.2

  負債合計 874,006 47.2 859,891 41.0

（少数株主持分）

 少数株主持分 21,591 1.2 － －

（資本の部）

Ⅰ 資本金 410,500 22.2 － －

Ⅱ 資本剰余金 497,368 26.8 － －

Ⅲ 利益剰余金 48,858 2.6 － －

  資本合計 956,726 51.6 － －

  負債、少数株主持分及び 
  資本合計

1,852,324 100.0 － －



前連結会計年度
(平成17年12月31日)

当連結会計年度 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － － 568,480 27.1

 ２ 資本剰余金 － － 966,216 46.0

 ３ 利益剰余金 － － △326,406 △15.6

  株主資本合計 － － 1,208,289 57.5

Ⅱ 少数株主持分 － － 31,312 1.5

  純資産合計 － － 1,239,601 59.0

  負債純資産合計 － － 2,099,493 100.0



②【連結損益計算書】 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
  至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
 至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 990,128 100.0 1,240,206 100.0

Ⅱ 売上原価 773,736 78.1 830,812 67.0

   売上総利益 216,392 21.9 409,394 33.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※２

181,346 18.3 438,317 35.3

   営業利益又は 
   営業損失（△）

35,046 3.6 △28,923 △2.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 49 3,973

 ２ 受取配当金 33 4

  ３ 雑収入 2,358 11,248

 ４ その他 － 2,440 0.2 480 15,706 1.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 4,719 11,112

 ２ 新株発行費 4,381 －

 ３ 株式交付費 － 378

  ４ 社債発行費 2,890 －

  ５ 株式公開関連費用 12,094 －

  ６ 事業投資損失 － 9,744

 ７ その他 2,342 26,428 2.7 2,309 23,545 1.9

   経常利益又は 
   経常損失(△)

11,058 1.1 △36,763 △2.9

Ⅵ 特別利益

 １ 前期損益修正益 ※３ 4,015 －

  ２ 貸倒引当金戻入益 299 514

  ３ 賞与引当金戻入益 － 640

  ４ 固定資産売却益 ※４ － 4,314 0.4 669 1,823 0.1

 Ⅶ 特別損失

  １ ソフトウェア除却損 ※５ 20,000 279,501

  ２ 固定資産除却損 ※５ － 931

  ３ 原状回復費 990 2,000

  ４ 役員退職慰労金 － 20,990 2.1 39,600 322,033 26.0

  税金等調整前当期純損失 5,617 △0.6 356,972 △28.8

  法人税、住民税及び事業税 1,882 1,554

  過年度法人税、住民税 
  及び事業税

※７ － 6,363

   過年度法人税等戻入額 ※６ △10,904 －

 法人税等調整額 △6,639 △15,661 △1.6 16,738 24,655 2.0

 少数株主利益 － 6,362 0.5

 当期純利益又は 
 当期純損失(△)

10,043 1.0 △375,265 △30.3



③【連結剰余金計算書】 

 
  

④【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 106,368

Ⅱ 資本剰余金増加高

   増資による新株の発行 391,000 391,000

Ⅲ 資本剰余金期末残高 497,368

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 38,814

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 10,043 10,043

Ⅲ 利益剰余金期末残高 48,858

株主資本
少数株主 
持分

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成17年12月31日残高(千円) 410,500 497,368 48,858 956,726 21,591 978,317

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 157,980 157,980 315,960 315,960

 株式交換による増加 310,868 310,868 310,868

 当期純損失 △375,265 △375,265 △375,265

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

9,720 9,720

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

157,980 468,848 △375,265 251,562 9,720 261,283

平成18年12月31日残高(千円) 568,480 966,216 △326,406 1,208,289 31,312 1,239,601



⑤【連結キャッシュ・フロー計算書】 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純損失（△） △5,617 △356,972

   減価償却費 3,476 7,225

   ソフトウェア償却 82,755 155,988

   長期前払費用償却 6,190 23,617

   連結調整勘定償却額 8,349 －

   のれん償却額 － 47,109

   ソフトウェア除却損 20,000 279,501

   固定資産除却損 － 931

   固定資産売却益 － △669

   貸倒引当金の増減額（△は減少） △152 △305

   賞与引当金の増減額（△は減少） 19 △16,149

   受取利息及び受取配当金 △82 △3,977

   支払利息及び社債利息 7,061 12,744

   新株発行費 4,381 －

   株式交付費 － 378

   社債発行費 2,890 －

      事業投資損失 － 9,744

   売上債権の増減額（△は増加） △480 △44,646

   たな卸資産の増減額（△は増加） 90,722 △106,712

   その他流動資産の増減額 
   （△は増加）

△46,215 △102,389

   仕入債務の増減額（△は減少） △59,990 9,438

   未払金の増減額（△は減少） △3,053 7,816

   その他流動負債の増減額 
   （△は減少）

△69,075 1,438

   小計 41,180 △75,886

   利息及び配当金の受取額 82 1,582

   利息の支払額 △6,353 △12,823

   法人税等の支払額 △16,594 △42,918

  営業活動によるキャッシュ・フロー 18,314 △130,046



  
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △8,367 △16,257

   無形固定資産の取得による支出 △236,703 △385,521

   無形固定資産の売却による収入 － 1,000

   投資有価証券の取得による支出 △10,000 △40,300

   子会社株式の取得による収入
   又は支出（△は支出）

※２
※３
※４

6,085 △330,284

   貸付金の回収による収入 1,000 38,000

   貸付けによる支出 △16,000 △67,000

   長期前払費用の増加による支出 △2,857 △140,105

   出資金の取得による支出 － △84,000

   その他投資の回収による収入 － 8,850

   その他投資による支出 △8,382 △2,840

  投資活動によるキャッシュ・フロー △275,225 △1,018,459

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増加額 
   又は純減少額

△9,170 109,705

   長期借入れによる収入 337,000 200,000

   長期借入金の返済による支出 △105,505 △242,902

   社債の発行による収入 257,110 －

   社債の償還による支出 △20,000 △124,000

   子会社設立に伴う少数株主から 
   の払込による収入

－ 15,000

   株式の発行による収入 637,368 626,449

  財務活動によるキャッシュ・フロー 1,096,803 584,252

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  又は減少額

839,892 △564,253

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 64,580 904,472

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 904,472 340,219



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称

株式会社マイトベーシックサービス

株式会社エムタック

 株式会社エムタックは、平成17年12

月21日の株式取得に伴い、みなし取得

日を平成17年12月末としております。

連結子会社の数 ８社

連結子会社の名称

株式会社マイトベーシックサービス 

株式会社エムタック 

株式会社販路開発 

クロス・エー株式会社 

グリーンネットワーク株式会社 

株式会社セールス・サポート・サービ

シーズ 

株式会社エアフォルク 

株式会社日本ヘンプ

 クロス・エー株式会社は、平成18年

８月１日に株式を取得しましたが、み

なし取得日を平成18年９月30日として

おります。また、株式会社セールス・

サポート・サービシーズ及び株式会社

エアフォルクは、各々、平成18年10月6

日及び平成18年10月19日に株式を取得

しましたが、みなし取得日を平成18年

12月31日としております。

２ 持分法の適用に関する事

項

 当社の非連結子会社及び関連会社は

ないため、持分法は適用しておりませ

ん。

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社のうち株式会社エムタッ

クの決算日は５月31日であります。連

結財務諸表の作成に当たっては、連結

決算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。なお、

その他の連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。

全連結子会社の決算日は当社連結決算

日（12月31日）に統一されておりま

す。 

 連結子会社のうち、株式会社エムタ

ックの決算日は従来５月31日でありま

したが、当連結会計年度において決算

日を12月31日に変更しております。

４ 会計処理基準に関する事

項

① 重要な資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券 

 ①その他有価証券 

  時価のないもの

移動平均法による原価法

(1) 有価証券  

        同左 

 

 
(2) 商品 
  個別法による原価法

(2) 商品
        同左

(3) 仕掛品 

  個別法による原価法

(3) 仕掛品 

        同左 

 



項目
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

② 重要な減価償却資産の償

却方法

(1)有形固定資産

定率法

取得価額10万円以上20万円未満の

少額減価償却資産については、3年間

の均等償却によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物        10～15年

工具、器具及び備品 ３～10年

(1)有形固定資産

同左

(2)無形固定資産

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。

(2)無形固定資産

同左

市場販売目的のソフトウェア

見込販売数量に基づく償却額と、

３年を限度とする残存有効期間に基

づく均等配分額とを比較し、いずれ

か大きい額を償却する方法によって

おります。

 

(3)長期前払費用

均等償却によっております。

なお、償却期間については法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。

(3)長期前払費用

同左

③重要な繰延資産の処理方法 

 

(1) 新株発行費  

支出時に全額費用として処理しており

ます。

―――

―――
(1) 株式交付費  

支出時に全額費用として処理しており

ます。 

(2) 社債発行費  

支出時に全額費用として処理しており

ます。

 
―――

④重要な引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき当連

結会計年度に見合う分を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

⑤重要なリース取引の処理 

方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左

⑥重要なヘッジ会計の方法 ――― (1) ヘッジ会計の方法

金利スワップの特例処理の要件を

満たしておりますので、特例処理を

採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
金利スワップ

（ヘッジ対象）
借入金の利息

(3) ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は個別契約

ごとに行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を

満たしており、決算日における有効

性の評価を省略しております。

⑦その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

(2) 出資金の会計処理 

―――

(1) 消費税等の会計処理

同左

(2) 出資金の会計処理

任意組合への出資金については、

貸借対照表及び損益計算書双方につ

いて持分相当額を純額で取り込む方

法によって計上しております。

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定の償却については、５

年間の均等償却を行っております。

―――     

７ のれん及び負のれんの償

却に関する事項

―――      のれんの償却については、5年間の均

等償却を行なっております。

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。

―――     

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

同左



会計処理の変更 

前連結会計年度
(自 平成17年1月1日

   至 平成17年12月31日）

当連結会計年度
(自 平成18年1月1日
  至 平成18年12月31日）

＿＿＿＿＿ 

 

 

 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会  平成

17年12月9日  企業会計基準第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会  平成17年12月9日  企業会計基

準適用指針第８号)を適用しております。  

 従来の資本の部の合計に相当する金額は1,208,289

千円であります。  

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。

固定資産の減損に関する会計基準

当連結会計年度より、「固定資産の減損に関する会

計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会  平成14年8月9日))

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会  平成15年10月31日  企業会計

基準適用指針第６号)を適用しております。  

  なお、これによる損益に与える影響はありません。

繰延資産に関する会計基準

当連結会計年度より「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年8月

11日 実務対応報告第19号）を適用しております。 

 前連結会計年度において営業外費用の内訳として表

示していた「新株発行費」は、当連結会計年度より

「株式交付費」として表示する方法に変更しておりま

す。また、前連結会計年度において営業活動によるキ

ャッシュ・フローの内訳として表示していた「新株発

行費」は、当連結会計年度より「株式交付費」として

表示する方法に変更しております。

役員賞与に関する会計基準

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年11月29日  企業会計基

準第４号)を適用しております。これにより、当連結

会計年度より発生時に費用処理しております。 

 この結果、営業損失、経常損失及び税金等調整前当

期純損失がそれぞれ4,000千円増加しております。

企業結合に係る会計基準等

当連結会計年度から「企業結合に関する会計基準」

(企業会計審議会平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月27日 企業会計基準第7号）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計

基準適用指針第10号）を適用しております。 

 前連結会計年度において無形固定資産の内訳として

表示していた「連結調整勘定」は、当連結会計年度よ

り「のれん」として表示する方法に変更しておりま

す。また、前連結会計年度において営業活動によるキ

ャッシュ・フローの内訳として表示していた「連結調

整勘定償却額」は、当連結会計年度より「のれん償却

額」として表示する方法に変更しております。

ストック・オプション等に関する会計基準等



 
  

当連結会計年度から「ストック・オプション等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第８号）及び「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準の適用指針（企業会計基準委

員会 平成18年５月31日 企業会計基準第11号」）を

適用しております。 これによる損益に与える影響は

ありません。



表示方法の変更 

 
  

追加情報 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表）

――――  前連結会計年度まで無形固定資産「その他」に含めて

表示しておりました「ソフトウェア仮勘定」について

は、当連結会計年度において総資産の100分の5を超える

こととなったため、当連結会計年度より区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の「ソフトウェア仮勘

定」は48,057千円であります。

 前連結会計年度まで投資その他の資産「その他」に含

めて表示しておりました「投資有価証券」及び「長期前

払費用」については、当連結会計年度において、総資産

の100分の１及び100分の５を超えることとなったため、

当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連

結会計年度の「投資有価証券」は10,000千円、「長期前

払費用」は23,014千円であります。

（連結損益計算書） （連結損益計算書）

 前連結会計年度まで営業外収益「その他」に含めて表

示しておりました「雑収入」については、営業外収益の

10/100を超えることになったため、当連結会計年度より

区分掲記することといたしました。なお、前連結会計年

度の「雑収入」は６千円であります。

――――

 前連結会計年度まで営業外費用「その他」に含めて表

示しておりました「社債発行費」については、営業外費

用の10/100を超えることになったため、当連結会計年度

より区分掲記することといたしました。なお、前連結会

計年度の「社債発行費」は90千円であります。

――――

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する連結会計年度より外形標準課税

制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月

13日企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従

い、法人事業税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が2,759千円増加

し、営業利益及び経常利益は同額減少し、税金等調整

前当期純損失は同額増加しております。

――――



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 
  

(連結損益計算書関係) 

前連結会計年度
(平成17年12月31日)

当連結会計年度
(平成18年12月31日)

該当事項はありません。 同左

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりです。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりです。

役員報酬 28,885千円

貸倒引当金繰入 147千円

賞与引当金繰入 640千円

連結調整勘定の 

当期償却額

8,349千円

役員報酬 73,030千円

給与手当 59,468千円

貸倒引当金繰入 209千円

賞与引当金繰入 640千円

のれんの当期償却額 47,109千円

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、45,213千

円であります。 

 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、23,400千

円であります。 

 

※３ 前期損益修正益の内容 

 前期未払消費税の過大計上額の戻し入れであり

ます。

※３         ―――

※４         ――― 

 

 

 

※５         ――― 

 

 

 

 

※６ 過年度法人税等戻入額 

 連結子会社の株式会社マイトベーシックサービ

スにおいて、平成16年12月期に、平成15年12月期

に係る法人税等の更正の請求を提出しましたが、

更正の請求が棄却された場合に備えた未払法人税

を計上しておりました。当事業年度に法人税等の

更正の決定通知を受領し、平成16年12月期に計上

しました未払法人税等が支払不要となったため

に、未払法人税等を取崩したものです。 

 

※４ 固定資産売却益 

固定資産売却益の内容は次の通りであります。 

ソフトウェア          669千円 

 

※５ 固定資産除却損 

固定資産除却損の内容は次の通りであります。 

工具・器具・備品        931千円 

ソフトウェア        279,501千円 

 

※６         ――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

※７         ――― ※７ 過年度法人税、住民税、及び事業税 

 株式会社データプレイスにおいて、平成17年12 

月期に係る法人税等の修正申告をしたことによる 

ものです。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

          株式分割(平成18年2月1日実施）による増加    16,500株 

          新株予約権の行使による増加            1,756株 

          新株予約権付社債の予約権行使による増加      1,000株 

          第三者割当増資による増加            5,000株 

          株式交換による増加                 6,200株 

  

２ 自己株式に関する事項 

   
 (注）第８期定時株主総会において、自己株式取得の件につき、同株主総会終結の時から次期定時株主総会終結の時

までに当社普通株式を株式総数300株、総額30,000,000円を限度として買い受けることを決議いたしましたが、

当期純損失を計上することとなったため、実施いたしません。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式      (株) 16,500 30,456 ― 46,956

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式      (株) ― ― ― ―



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定    904,472千円

現金及び現金同等物   904,472千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定       340,219千円

現金及び現金同等物      340,219千円

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会

社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに株式会社エムタック

を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債

の内訳並びに取得価額と取得による支出（純額）

との関係は次のとおりであります。

流動資産 308,781千円

固定資産 54,850千円

連結調整勘定 117,302千円

流動負債 △187,248千円

固定負債 △47,095千円

少数株主持分 △21,591千円

株式会社エムタック 
株式の取得価額

225,000千円

株式会社エムタックの現
金及び現金同等物

231,085千円

差引：株式会社エムタック
株式取得による収入

6,085千円
 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会

社の資産及び負債の主な内訳

株式交換により新たにクロス・エー株式会社

を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債

の内訳並びに取得価額と取得による支出（純額）

との関係は次のとおりであります。

流動資産 20,579千円

固定資産 1,397千円

のれん 305,997千円

流動負債 △9,106千円

クロス・エー株式会社
株式の取得価額

318,868千円

クロス・エー株式会社の
現金及び現金同等物

12,143千円

差引：クロス・エー株式社
株式取得による収入

△306,724千円

※３         ―――

 

※３ 株式の取得により新たに連結子会社となった会

社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに株式会社セールス・

サポート・サービシーズを連結したことに伴う連

結開始時の資産及び負債の内訳並びに取得価額と

取得による支出（純額）との関係は次のとおりで

あります。

流動資産 7,637千円

固定資産 8,408千円

のれん 40,549千円

流動負債 △10,188千円

固定負債 △28,533千円

少数株主持分 11,077千円
株式会社セールス・サポ
ート・サービシーズ株式
の取得価額

28,950千円

株式会社セールス・サポ
ート・サービシーズの現
金及び現金同等物

2,865千円

差引：株式会社セールス・
サポート・サービシ
ーズ株式取得による
収入

△26,084千円



前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

※４        ―――

 

※４ 株式の取得により新たに連結子会社となった会

社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに株式会社エアフォル

クを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負

債の内訳並びに取得価額と取得による支出（純

額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 56,688千円

固定資産 5,917千円

のれん △3,021千円

流動負債 △12,812千円

固定負債 △12,962千円

少数株主持分 △12,661千円

株式会社エアフォルク
株式の取得価額

21,150千円

株式会社エアフォルクの
現金及び現金同等物

23,674千円

差引：株式会社エアフォル
ク株式取得による収
入

2,524千円



(リース取引関係) 

 
  

(有価証券関係) 

１．時価評価されていない有価証券 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額
（千円）

減価償却 
累計額
相当額
（千円）

期末残高 
相当額
（千円）

工具器具 
及び備品

40,638 24,310 16,328

車両運搬具 4,089 1,022 3,066

ソフト 
ウェア

82,112 8,910 73,201

合計 126,840 34,242 92,597

取得価額
相当額
（千円）

減価償却 
累計額
相当額
（千円）

期末残高 
相当額
（千円）

工具器具
及び備品

2,919 1,077 1,842

車両運搬具 12,436 1,840 10,596

ソフト
ウェア

252,551 47,496 205,054

合計 267,907 50,414 217,493

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 22,598千円

１年超 72,165千円

合計 94,763千円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 50,921千円

１年超 171,372千円

合計 222,293千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 5,107千円

減価償却費相当額 4,449千円

支払利息相当額 887千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 42,783千円

減価償却費相当額 37,113千円

支払利息相当額 8,575千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 

４ 減価償却費相当額の算定方法

       同左

５ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法

       同左

区分

前連結会計年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

（1）その他有価証券

 ① 非上場有価証券 

        株式

 

10,000

 

50,300

合計 10,000 50,300



(デリバティブ取引関係) 

１．取引の状況に関する事項 

 
２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

――― (1)取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、金利スワップであ

ります。 

(2)取引に対する取り組み方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。 

(3)取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場に

おける利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用

しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。 

①ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

おりますので、特例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 （ヘッジ手段）  

  金利スワップ 

  (ヘッジ対象） 

  借入金の利息 

③ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的でスワップ取

引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ

ております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、

有効性の判定を省略しております。 

(4)取引に係るリスクの内容 

 当社が利用している金利スワップは、市場金利の変動

によるリスクがあります。なお、取引の契約先は信用度

の高い金融機関に限定しているため、相手先の契約不履

行による信用リスクはほとんどないと認識しておりま

す。 

(5)取引にかかるリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が決済担当者

の承認を得て行っております。

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していな

いため、該当事項はありません。

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ

会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。



(退職給付関係) 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 当社は、退職金制度を採用しておりません。また、連

結子会社である株式会社マイトベーシックサービスは、

特定退職金共済制度を採用しております。

 当社は、退職金制度を採用しておりません。また、連

結子会社である株式会社マイトベーシックサービスは、

特定退職金共済制度を採用しております。

１ 退職給付債務 １ 退職給付債務

 

 退職給付債務（千円） △9,143

 年金資産残高（千円） 9,143

 
 

 退職給付債務（千円） 10,413

 年金資産残高（千円） △10,413

 

２ 退職給付費用の内訳 ２ 退職給付費用の内訳

 

 特定退職金共済制度（千円） 1,395

 退職給付費用（千円） 1,395

 
 

 特定退職金共済制度（千円） 1,350

 退職給付費用（千円） 1,350

 

３ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ３ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 退職給付債務の算定方法

退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用してお

ります。

 退職給付債務の算定方法

同左



(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 
  

  (1) ストック・オプションの内容 

 
  

 
  

 
  

 
(注） 当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株式２株への株式分割を実施いたしております。 

  

  (２) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

   ① ストック・オプションの数 

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社及び当社子会社の取締役 ６名
当社及び当社子会社の従業員 20名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 1,000株 (株式分割後 2,000株）

付与日 平成18年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間
自  平成18年６月１日
至  平成21年３月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数(名、社) 当社の代表取締役 １名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 1,000株 (株式分割後 2,000株）（注）１

付与日 平成18年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間
自  平成16年６月１日
至  平成21年３月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月26日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社の監査役    ３名
当社従業員      ３名 
当社子会社の従業員 １名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式  400株 (株式分割後 800株）

付与日 平成17年９月９日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間
自  平成19年１月10日
至  平成24年３月７日

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

付与対象者の区分及び人数(名、社)
当社の取締役   １名
当社の従業員   ８名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 640株

付与日 平成18年４月28日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間
自  平成20年４月30日
至  平成25年４月26日



 
  

 
(注） 当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株式２株への株式分割を実施いたしております。 

  

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日 平成16年３月30日 平成17年８月26日

権利確定前

 期首（株）
1,000

(株式分割後 2,000)
－

400
(株式分割後 800)

 付与（株） － － －

 失効（株） － － －

 権利確定(株）
1,000

(株式分割後 2,000)
－ －

 未確定残(株） － －
400

(株式分割後 800)

権利確定後

 期首（株） －
1,000

(株式分割後 2,000)
－

 権利確定(株）
1,000

(株式分割後 2,000)
1,000

(株式分割後 2,000)
－

 権利行使(株） 148 － －

 失効（株） － － －

 未行使残（株） 1,852 2,000 －

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

権利確定前

 期首（株） 640

 付与（株） －

 失効（株） －

 権利確定(株） －

 未確定残(株） 640

権利確定後

 期首（株） －

 権利確定(株） －

 権利行使(株） －

 失効（株） －

 未行使残（株） －



   ② 単価情報 

 
  

 
(注）当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株式２株への株式分割を実施いたしております。 

    上記ストック・オプションの権利行使は、いずれも株式分割後に行われております。  

  
(税効果会計関係) 

 
  

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日 平成16年３月30日 平成17年８月26日

権利行使価格（円）
50,000

(株式分割後 25,000)
50,000

(株式分割後 25,000)
170,000

(株式分割後 85,000)

行使時平均株価（円） 43,884 269,000 －

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

権利行使価格（円）
71,750

(株式分割後 71,750)

行使時平均株価（円） －

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

 

未払事業税否認 5,983 千円

貸倒損失否認 203 千円

賞与引当金繰入超過額 7,893 千円

減価償却超過額 1,638 千円

ソフトウェア償却超過額 5,251 千円

会員権評価損否認 2,961 千円

貸倒引当金繰入超過 109 千円

連結会社間内部利益消去 509 千円

繰延税金資産小計 24,549 千円

評価性引当額 △1,017 千円

繰延税金資産合計 23,532 千円

 

 

貸倒損失否認 2,227 千円

賞与引当金繰入超過額 1,111 千円

繰越欠損金 99,233 千円

ソフトウェア償却超過額 118,355 千円

会員権評価損否認 2,961 千円

その他 1,904 千円

繰延税金資産小計 225,793 千円

評価性引当額 △218,886 千円

繰延税金資産合計 6,907 千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との差異については、税金等調整前当期純

損失が計上されているため記載しておりません。

同左



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 
 （注）１ 事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要なサービス 

(1) 企業情報事業・・・・・・・・企業情報提供、倒産確率分析、与信リスク分析、兆し情報提供、ＸＢ

ＲＬ関連システム開発、等 

(2) ＸＭＬ事業・・・・・・・・・ＸＭＬ変換サービス、ＸＭＬ関連アプリケーション開発、等 

(3) コンシューマー事業・・・・・出退勤管理システム提供、学習特性診断サービス、等 

(4) システム事業・・・・・・・・ソフトウェア受託開発、システム運用サポート、等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は144,843千円であり、その主なも

のは管理部門にかかる費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,117,133千円であり、その主なものは余剰運

用資金及び管理部門にかかる資産等であります。 

５ 減価償却費の欄には、長期前払費用償却を含めております。 

企業情報事業 
（千円）

ＸＭＬ事業 
（千円）

コンシュー
マー事業 
（千円）

システム事業
（千円）

計
（千円）

消去又は 
全社 
（千円）

連結 
（千円）

Ⅰ 売上高及び営業利益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

607,314 78,600 49,311 254,903 990,128 － 990,128

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － 32,196 32,196 （32,196） －

計 607,314 78,600 49,311 287,099 1,022,324 （32,196） 990,128

営業費用 431,742 126,931 34,551 217,013 810,238 144,843 955,082

営業利益又は 
営業損失（△）

175,571 △48,331 14,760 70,085 212,085 （177,039） 35,046

Ⅱ 資産、減価償却費
及び資本的支出

資産 406,016 90,487 52,615 186,071 735,190 1,117,133 1,852,324

減価償却費 69,169 12,009 7,253 2,012 90,444 1,977 92,422

資本的支出 157,162 67,827 － 10,480 235,469 12,735 248,205



当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 
 （注）１ 事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要なサービス 

(1) 企業情報事業・・・・・・・・企業情報提供、倒産確率分析、与信リスク分析、兆し情報提供、ＸＢ

ＲＬ関連システム開発、等 

(2) ＸＭＬ事業・・・・・・・・・ＸＭＬ変換サービス、ＸＭＬ関連アプリケーション開発、等 

(3) コンシューマー事業・・・・・出退勤管理システム提供、学習特性診断サービス、等 

(4) システム事業・・・・・・・・ソフトウェア受託開発、システム運用サポート、等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は432,287千円であり、その主なも

のは管理部門にかかる費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は241,190千円であり、その主なものは余剰運用

資金及び管理部門にかかる資産等であります。 

５ 減価償却費の欄には、長期前払費用償却を含めております。 

６ 役員賞与に関する会計基準の適用により、事業別の損益に与える影響はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

企業情報事業 
（千円）

ＸＭＬ事業 
（千円）

コンシュー
マー事業 
（千円）

システム事業
（千円）

計
（千円）

消去又は 
全社 
（千円）

連結 
（千円）

Ⅰ 売上高及び営業利益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

502,886 202,757 21,658 512,904 1,240,206 － 1,240,206

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － 33,488 33,488 （33,488） －

計 502,886 202,757 21,658 546,393 1,273,695 （33,488） 1,240,206

営業費用 363,329 126,467 28,738 318,307 836,842 432,287 1,269,129

営業利益又は 
営業損失（△）

139,556 76,289 △7,080 228,085 436,852 （465,776） △28,923

Ⅱ 資産、減価償却費
及び資本的支出

資産 572,026 191,771 175,888 918,617 1,858,303 241,190 2,099,493

減価償却費 124,287 17,034 8,256 31,241 180,820 6,011 186,831

資本的支出 356,923 78,562 24,076 71,624 531,186 10,697 541,884



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 
（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引条件と同等に決定しております。 

  

(2) 役員及び個人主要株主等 

 
（注）１ 上記の金額には消費税等が含まれておりません。 

２ 当社は銀行借入及び社債に対して、債務保証を受けております。なお、保証に対する担保の差入、保証料の

支払はありません。 

３ リース取引につきまして債務保証を受けております。なお、リース取引に係る債務被保証の取引金額につき

ましては、期末リース残高を記載しております。また、当該債務保証につきましては、保証に対する担保の

差入、保証料の支払はありません。 

  

属性
会社等の
名称

所在地

資本金 
又は 
出資金
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主 
（法人）

三菱商事
株式会社

東京都 
千代田区

190,071,066  総合商社
(被所有)
直接 12.1

―
技術、
販売面
の連携

ＸＭＬロイ
ヤリティ－

50,000 ― ―

販売支援 9,600 ― ―

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

 役員兼 
 個人 
 主要株主

藤田幹夫 ― ―
 当社 
 代表取締役 
 社長

(被所有)
直接20.6 

― ―

社債に対す
る被保証

60,000 ― ―

リース取引
に対する債
務被保証

2,468 ― ―



当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

（1）親会社及び法人主要株主等 

 
（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引条件と同等に決定しております。 

３ 当該株主は、平成18年6月6日の時点で議決権等の所有割合が9.7％となり、当社の主要株主に該当しなく 

  なりました。なお、平成18年12月31日現在の同株主の所有割合は、4.3％となっております。 

  

（2）役員及び個人主要株主等 

 
（注）１ 上記の金額には消費税等が含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引条件と同等に決定しております。 

  

属性
会社等の
名称

所在地

資本金 
又は 
出資金
 (千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主
（法人）

三菱商事
株式会社

東京都 
千代田区

198,724,008 総合商社
(被所有)
直接 4.3

―
技術、
販売面
の連携

ＸＭＬロイ
ヤリティ－

50,000 ― ―

販売支援 9,600 ― ―

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 藤田幹夫 ― ―

当社 

代表取締役 

社長

(被所有) 

直接16.3
― ―

ストックオ
プションの
権利行使

19,760 ― ―

役員 田上雅機 ― ― 当社取締役
(被所有)
直接0.2

― ―
ストックオ
プションの
権利行使

1,000 ― ―



（企業結合等関係） 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

――― （パーチェス法関係）

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行  

    った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形 

    式、結合後企業の名称及び取得した議決権比率 

(1）被取得企業の名称 

  クロス・エー株式会社 

(2）被取得企業の事業の内容 

  インターネットを利用した情報提供サービス、ホーム

ページ作成、広告代理業、会員の募集、ソフトウェア開

発及び販売 

(3）企業結合を行った主な理由 

  株式交換により、当社がクロス・エー株式会社を完全

子会社とすることで、次のとおり両社の連携を強化し、

更なる企業価値の増大を図る。 

① アフィリエイト広告課金モデルによる、広範な 

    ユーザの開拓 

② 無料コンテンツも対象とした、より広い情報コン 

    テンツの集積 

(4）企業結合日 

   平成18年８月１日 

(5）企業結合の法的形式 

   株式交換 

(6）結合後企業の名称 

   名称の変更はないため、(1）と同一 

(7）取得した議決権比率 

   100.0％

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の 

   期間 

    平成18年10月１日から平成18年12月31日まで

 ３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価

 当社の株式(千円) 310,868

 取得に直接要した費用

 アドバイザリー費用など（千円） 8,000

 取得原価 （千円) 318,868

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに 

  交付株式数及びその評価額  

(1）株式の種類別の交換比率  

   普通株式 当社 １：クロス・エー株式会社 31  

(2）交換比率の算定方法  

 第三者機関の算定結果を参考に両社協議の上、算定し

ている。

(3）交付株式数及びその評価額

 普通株式 6,200株 

 評価額 310,868千円



前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

――― ５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、

償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額 

  305,997千円 

(2）発生原因 

 株式交換を通じた被取得企業に係る連結上の当社持

分増加額と取得原価との差額により発生したものであ

る。 

(3）償却方法及び償却期間 

 ５年間で均等償却

 

 

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債 

の額並びにその主な内訳

(1）資産の額及びその主な内訳

流動資産 (千円) 24,668

固定資産 (千円) 1,448

 資産計  (千円) 26,116

(2）負債の額及びその主な内訳

流動負債 (千円) 14,098

固定負債 (千円) －

 合計  (千円) 14,098

７．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理 

  された金額およびその科目名 

 該当事項はありません。

８．企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと 

  仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書 

  に及ぼす影響の概算額

売上高 (千円) 61,648

営業損失(千円) 38,288

経常損失(千円) 38,287

税金等調整前当期純損失 

(千円)

 

38,287

当期純損失（千円） 38,287

１株当たりの当期純損失 977円76銭

(注）概算額の算定方法および重要な前提条件

 １ 企業結合が当連結会計年度開始の日に完了し、当

連結会計年度開始の日から株式交換によりクロス・エー

株式会社を完全子会社化したと仮定した売上高および損

益情報を算定しております。

 ２ のれんについては当連結会計年度開始の日から５

年間で均等償却したと仮定しております。

 ３ １株当りの当期純損失は、期中平均株式数39,158

株で除して、算出しております。

 なお、当該注記情報については監査証明を受けており

ません。



（１株当たり情報） 

   

(注)１ １株当たり当期純利益又は当期純損失、及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の 

    基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 

１株当たり純資産額 57,983円 44銭

１株当たり当期純利益金額 853円 14銭

 潜在株式調整後１株当たり 
 当期純利益

744円 31銭
 

 

１株当たり純資産額 26,399円 21銭

１株当たり当期純損失 9,583円 36銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失であるため記載して

おりません。１株当たり純資産額は期末株式数46,956

株で除して、１株当たり当期純損失は期中平均株式数

39,158株で除して、算出しております。

 当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株

式２株に株式分割いたしました。 

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合にお

ける１株当たり情報の各数値はそれぞれ以下のとおりで

あります。

１株当たり純資産額 28,991円 72銭

１株当たり当期純利益 426円 57銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益

372円 16銭

（追加情報）
 当連結会計年度から、改正後の「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計基準委員会  最終改正

平成18年１月31日  企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会  最終改正平成18年１月31日  企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。 

  これによる影響はありません。

項目
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失(△)（千円） 10,043 △375,265

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)（千円） 10,043 △375,265

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 11,773 39,158

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた当期

純利益調整額の主要な内訳（千円）

支払利息（税額相当額控除後） 86 －

当期純利益調整額（千円） 86 －

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた普通

株式増加数の主要な内訳（株）

 転換社債型新株予約権付社債 377 －

 新株予約権 1,461 －

 普通株式増加数 1,838 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

――― 旧商法第210条ノ２に基づ

くストックオプション

（自己株式譲渡方式）の

ための普通株式4,852株。

なお、ストックオプショ

ンの概要は、「第４提出

会社の状況、１．株式等

の状況、(８)ストックオ



プション制度の内容」に

記載の通りであります。



（重要な後発事象） 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１．株式分割 

 平成17年12月15日開催の当社取締役会の決議に基づき

次のように株式分割による新株式を発行しております。 

（１）平成18年２月１日をもって普通株式１株を２株 

   に分割します。 

 ①分割により増加する株式数 

   普通株式       16,500株 

 ②分割方法 

   平成18年１月31日最終の株主名簿に記載又は 

   記録された株主の所有株式数を、１株につき 

   ２株の割合をもって分割します。 

（２）配当起算日  平成18年１月１日 

  前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合 

  の1株あたり情報については、それぞれ以下の通り 

  となります。 

（前連結会計年度） 

   1株あたり純資産額     14,249円 19銭 

   1株あたり当期純利益     5,110円 19銭 

（当連結会計年度） 

   1株あたり純資産額     40,633円 96銭  

   1株あたり当期純利益      426円 58銭 

   潜在株式調整後1株当たり 

   当期純利益          372円 15銭 

 

２．自己株式取得の件 

 当社は、平成18年３月28日開催の株主総会において、

商法210条の規定に基づき、自己株式を取得することを

決議いたしました。 

（１）理由 

 経営環境の変化に対応して機動的な資本政策の遂行 

 を可能とするため 

（２）取得する株式の種類 

 普通株式 

（３）取得する株式の数 

 300株（上限） 

（４）株式取得価額の総額 

 30,000,000円（上限） 

（５）自己株式取得の日程 

 平成18年３月28日から 

 次期定時株主総会終結のときまで 

 

３．ストックオプションとして新株予約権を発行する 

  件 

 当社は、平成18年３月28日開催の株主総会において、

商法280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、株主以

外の者に対し新株予約権を無償で発行することを決議い

たしました。

１．子会社の設立 

 平成18年11月14日開催の当社取締役会において、株式

会社新華通信ネットジャパンとの共同出資により、中国

においてアフィリエイト事業を展開する目的で中華人民

共和国上海市に、上海琥鋭信息技術有限公司（上海クロ

ス・エー）を子会社として設立することを決議いたしま

した。 

①商号    上海琥鋭信息技術有限公司 

       （上海クロス・エー情報技術） 

②設立年月日 平成19年1月20日 

③本店所在地 中華人民共和国、上海市 

④代表者名  董事長 松田純弘 

        （当社連結子会社クロス・エー取締役） 

         総経理 沈林沼 

⑤資本金      2,000 千人民元 

      （30,000 千円 1 人民元＝15 円で換算） 

⑥事業内容  アフィリエイト事業の運用

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．ストックオプション(新株予約権)の発行 

 平成19年３月28日開催の株主総会において、会社法第

236条、第238条および第239条の規定に基づき、「スト

ックオプションとして新株予約権を発行する件」を以下

の内容で決議いたしました。 

①株式の種類及び株式数 普通株式 20,000株 

②新株予約権の発行総数 10,000個 

③新株予約権の発行価格 無償 

④新株予約権の行使価格 発行日の当社普通株式の 

            終値に1.025を乗じた金額 

⑤新株予約権の行使期間 平成19年3月28日から７年 

            以内の取締役会が定める期間 

⑥新株予約権の行使条件 退職後の行使可、相続可 

⑦新株予約権の取得事由 当社による取得が可能 

⑧新株予約権の譲渡制限 取締役会の承認を要する

 
 

３．第三者割当による新株式発行

 平成19年2月16日開催の当社取締役会において、第三

者割当による新株式発行を決議し、平成19年３月５日に

払込が完了いたしました。その概要は次のとおりであり

ます。 

新株式の発行要領 

①発行新株式数      普通株式 6,000株 

②発行価額        1 株につき 50,000円 



③発行価額の総額     300,000千円 

④資本組入額       1 株につき 25,000円 

⑤資本組入額の総額    150,000千円 

⑥申込期間        平成19年2月24日 

⑦払込期日        平成19年3月5日 

⑧新株券交付日      平成19年3月5日 

⑨割当方法  

 第三者割当の方法により発行新株の全株を割り当て 

 ます。 

⑩割当先および株式数 

 ローリングトラスト投資事業組合 6,000株 

⑪新株式の継続所有の取決めに関する事項 

 割当先に対して、割当新株式効力発生日(平成19年3 

 月5日)から2年以内に譲渡する場合は、当該内容を 

 当社へ報告する旨の確約を得ています。



⑥【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 
（注）１ 当期末残高欄の(内書)の金額は、１年以内償還予定の金額です。 

（注）２ 新株予約権付社債の内容 

 
（※）本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは本社債の全額の償還に代えて当該本新

株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなす。 

（注）３ 連結決算日後5年内における1年ごとの償還予定額の総額 

 
  

【借入金等明細表】 

 
 （注）１ 平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。 

 
  

(2)【その他】 

該当事項はありません。 

会社名 銘柄
発行年月

日

前期末残高

（千円）

当期末残高

（千円）

利率 

（％）
担保 償還期限

株式会社データプレイス
第１回転換社債型 
新株予約権付社債

平成17年
４月１日

60,000 ― 2.0 ―
平成22年
３月31日

株式会社データプレイス 第２回無担保社債
平成17年
12月30日

200,000
136,000 

(64,000)
0.21 ―

平成20年
12月30日

合計 ― ― 260,000
136,000 

(64,000)
― ― ―

発行すべき
株式の内容

新株予約権
の発行価額

株式の発行
価格（円）

発行価額の
総額 

（百万円）

新株予約権の
行使により発
行した株式の
発行価額の総
額（百万円）

新株予約権
の付与割合
（％）

新株予約権
の行使期間

代用払込に
関する事項

㈱データプ
レイス 
普通株式

無償 12,000,000 60 60 100

自平成17年 
 ４月２日 
至平成22年 
 ３月30日

（※）

１年以内 

（千円）

１年超２年以内 

（千円）

２年超３年以内 

（千円）

３年超４年以内 

（千円）

４年超５年以内 

（千円）

64,000 72,000 0 0 0

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 830 110,535 2.0 －

１年以内に返済予定の長期借入金 143,594 169,958 1.9 －

長期借入金（１年以内に返済予定の
ものを除く。）

268,825 245,970 2.1 平成20年～平成24年

計 413,249 526,463 － －

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 165,978 50,489 16,746 7,731



２【財務諸表等】 

(1)【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

前事業年度
（平成17年12月31日）

当事業年度 
（平成18年12月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 656,454 155,083

 ２ 売掛金 ※２ 39,530 112,280

 ３ 商品 14,375 －

 ４ 仕掛品 8,269 114,727

 ５ 短期貸付金 ※２ 41,000 55,000

 ６ 前払費用 2,380 3,902

  ７ 前払金 58,800 72,599

 ８ 未収消費税等 － 20,079

 ９ 繰延税金資産 879 －

 10 未収入金 ※２ － 35,250

 11 その他 ※２ 4,069 6,958

  流動資産合計 825,758 53.8 575,881 30.1

Ⅱ 固定資産

 (1）有形固定資産

  １ 建物 6,306 4,430

    減価償却累計額 2,213 4,092 592 3,837

  ２ 工具・器具及び備品 7,847 15,828

    減価償却累計額 3,318 4,529 6,820 9,007

   有形固定資産合計 8,621 0.6 12,845 0.7



  
前事業年度

（平成17年12月31日）
当事業年度 

（平成18年12月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

 (2）無形固定資産

  １ ソフトウェア 371,750 254,618

  ２ ソフトウェア仮勘定 38,829 140,907

  ３ その他 640 640

   無形固定資産合計 411,220 26.8 396,166 20.7

 (3）投資その他の資産

  １ 投資有価証券 10,000 50,300

  ２ 関係会社株式 235,000 641,968

  ３ 出資金 150 74,305

  ４ 長期前払費用 21,666 133,844

  ５ 敷金・保証金 16,663 11,991

  ６ 繰延税金資産 5,251 －

  ７ 長期貸付金 ※２ － 16,500

   投資その他の資産合計 288,731 18.8 928,909 48.5

  固定資産合計 708,573 46.2 1,337,921 69.9

  資産合計 1,534,332 100.0 1,913,802 100.0

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※２ 6,849 13,082

 ２ 短期借入金 ※２ － 150,000

 ３ 1年以内返済予定の 
   長期借入金

109,392 153,889

 ４ 1年以内償還予定の社債 64,000 64,000

 ５ 未払金 7,657 7,099

 ６ 未払法人税等 1,320 2,616

 ７ 未払消費税等 2,363 －

 ８ 未払費用 302 407

 ９ 前受金 504 982

 10 預り金 1,589 2,489

  流動負債合計 193,978 12.6 394,567 20.6



  
前事業年度

（平成17年12月31日）
当事業年度 

（平成18年12月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 196,000 72,000

 ２ 長期借入金 196,613 186,234

  固定負債合計 392,613 25.6 258,234 13.5

  負債合計 586,591 38.2 652,801 34.1

（資本の部）

Ⅰ 資本金 ※１ 410,500 26.8 － －

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 497,368 －

  資本剰余金合計 497,368 32.4 － －

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 39,872 －

  利益剰余金合計 39,872 2.6 － －

  資本合計 947,741 61.8 － －

  負債・資本合計 1,534,332 100.0 － －



前事業年度
（平成17年12月31日）

当事業年度 
（平成18年12月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － － 568,480 29.7

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 － 966,216

    資本剰余金合計 － － 966,216 50.5

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

      繰越利益剰余金 － △273,695

    利益剰余金合計 － － △273,695 △14.3

  株主資本合計 － － 1,261,000 65.9

  純資産合計 － － 1,261,000 65.9

  負債純資産合計 － － 1,913,802 100.0



②【損益計算書】 

前事業年度
（自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日）

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
  至 平成18年12月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 230,314 21,567

 ２ 製品売上高 497,769 565,703

 ３ サービス売上高 99,607 827,690 100 150,660 737,930 100

Ⅱ 売上原価

 １ 期首商品たな卸高 53,000 14,375

 ２ 当期商品仕入高 229,152 449

      合計 282,152 14,824

 ３ 期末商品たな卸高 14,375 －

 ４ 当期製品製造原価 359,279 627,057 75.8 509,873 524,698 71.1

  売上総利益 200,633 24.2 213,232 28.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※２ 
※３

154,516 18.6 221,058 29.9

  営業利益又は 
  営業損失(△)

46,116 5.6 △7,825 △1.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※１ 631 4,736

 ２ 受取配当金 ※１ 3 2,504

 ３ 受取手数料 ※１ 6,000 3,780

 ４ その他 250 6,885 0.8 90 11,111 1.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 3,505 9,318

 ２ 新株発行費 4,381 －

 ３ 株式交付費 － 378

 ４ 社債発行費償却 2,890 －

 ５ 社債利息 1,200 1,068

 ６ 上場関係費用 12,383 －

 ７ 事業投資損失 － 9,744

 ８ その他 409 24,768 3.0 554 21,064 2.9

  経常利益又は 
  経常損失(△)

28,233 3.4 △17,779 △2.4

Ⅵ 特別損失

  １ ソフトウェア除却損 20,000 280,258

  ２ 現状回復費 － 20,000 2.4 2,000 282,258 38.2

  税引前当期純利益又は 
  税引前当期純損失(△)

8,233 1.0 △300,038 △40.6

  法人税、住民税及び 
  事業税

980 7,400

  法人税等調整額 △6,130 △5,149 △0.6 6,130 13,530 1.8

  当期純利益又は 
  当期純損失(△)

13,383 1.6 △313,568 △42.4

  前期繰越利益 26,489 －

  当期未処分利益 39,872 －



  
製造原価明細書 

 
  

（製造原価明細書関係注記） 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)）

当事業年度 
（自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比 
（％）

Ⅰ 材料費 － 0.0 11,632 1.5

Ⅱ 労務費 19,145 6.2 36,575 4.7

Ⅲ 経費 ※２ 288,203 93.8 736,075 93.8

  当期製造総費用 307,349 100.0 784,283 100.0

  期首仕掛品棚卸高 60,200 8,269

     合計 367,549 792,553

  期末仕掛品棚卸高 8,269 114,727

  他勘定振替 ※３ － 167,951

  当期製品製造原価 359,279 509,873

前事業年度 当事業年度 

１ 原価計算の方法

   原価計算の方法は、実際個別原価計算によってお

ります。

１ 原価計算の方法

          同左

※２ 経費の主な内訳は次のとおりであります。

業務委託費 96,834千円

減価償却費 82,242千円

ライセンス料 65,519千円

外注費 23,676千円

※２ 経費の主な内訳は次のとおりであります。

業務委託費 394,755千円

減価償却費 126,492千円

ライセンス料 90,221千円

外注費 63,002千円

※３         ――― ※３ 他勘定振替高の主な内訳は次のとおりでありま 

      す。

   ソフトウェア仮勘定   159,661千円



③【利益処分計算書】 
  

 
     

④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

前事業年度
(株主総会承認日 
 平成18年３月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 39,872

Ⅱ 次期繰越利益 39,872

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年12月31日残高(千円) 410,500 497,368 497,368

事業年度中の変動額

 新株の発行 157,980 157,980 157,980

  株式交換による増加 310,868 310,868

 当期純損失

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 157,980 468,848 468,848

平成18年12月31日残高(千円) 568,480 966,216 966,216

株主資本

純資産合計
利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成17年12月31日残高(千円) 39,872 39,872 947,741 947,741

事業年度中の変動額

 新株の発行 315,960 315,960

 株式交換による増加 310,868 310,868

 当期純損失 △313,568 △313,568 △313,568 △313,568

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

－

事業年度中の変動額合計(千円) △313,568 △313,568 313,259 313,259

平成18年12月31日残高(千円) △273,695 △273,695 1,261,000 1,261,000



重要な会計方針 

項目
前事業年度

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 有価証券の評価基準及び 

評価方法  

 

 

その他有価証券   
 時価のないもの 
 移動平均法による原価法を採用して 
 おります。

その他有価証券  
 時価のないもの 

同左

子会社株式 
 移動平均法による原価法を採用して 
  おります。

子会社株式
同左

２ たな卸資産の評価基準及び

評価方法

(1) 商品

個別法による原価法

(1) 商品

      同左

(2) 仕掛品

個別法による原価法

(2) 仕掛品
同左

３ 固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産

定率法

 取得価額10万円以上20万円未満の

少額減価償却資産については、３年

間の均等償却によっております。

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

 建物        10～15年

 工具、器具及び備品 ３～10年

(1) 有形固定資産

同左

(2)無形固定資産

自社利用のソフトウェア

 社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。

市場販売目的のソフトウェア

 見込販売数量に基づく償却額と、

３年を限度とする残存有効期間に基

づく均等配分額とを比較し、いずれ

か大きい額を償却する方法によって

おります。

(2) 無形固定資産

      同左

(3)長期前払費用

 均等償却によっております。

 なお、償却期間については法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。

(3) 長期前払費用

同左

４ 繰延資産の処理方法 (1）新株発行費

 支出時に全額費用として処理してお

ります。

――――

――――

(1）株式交付費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。

(2）社債発行費

 支出時に全額費用として処理してお

ります。

――――



  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

 尚、当社には貸倒実績はなく、又

貸倒懸念債権もないことから、当事

業年度におきまして貸倒引当金は計

上しておりません。

貸倒引当金

       同左

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ ヘッジ会計の方法 ――― (1) ヘッジ会計の方法

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしておりますので、特例処理を採用

しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

 (ヘッジ手段）

 金利スワップ

 （ヘッジ対象)

  借入金の利息

(3) ヘッジ方針

 借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約ごと

に行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしており、決算日における有効性の

評価を省略しております。

８ その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

（1）消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

（2）出資金の会計処理

―――

（1）消費税等の会計処理

同左

（2）出資金の会計処理

  任意組合への出資金については、貸

借対照表及び損益計算書双方について

持分相当額を純額で取り込む方法によ

って計上しております。



会計処理の変更 

 
  

前事業年度
(自 平成17年1月1日

   至 平成17年12月31日）

当事業年度
(自 平成18年1月1日
  至 平成18年12月31日）

＿＿＿＿＿ 

 

 

 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用

指針第８号)を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は1,261,000

千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。

固定資産の減損に関する会計基準等

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号)を適用しております。 

なお、これによる損益に与える影響はありません。

繰延資産に関する会計基準

当事業年度より「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年8月11日

実務対応報告第19号）を適用しております。 

 前事業年度において営業外費用の内訳として表示し

ていた「新株発行費」は、当事業年度より「株式交付

費」として表示する方法に変更しております。

企業結合に係る会計基準等

当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業

会計審議会平成15年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第7号）並びに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適

用指針第10号）を適用しております。。

ストック・オプション等に関する会計基準等

当事業年度から「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針（企業会計基準委員会

平成18年５月31日 企業会計基準第11号」）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はありません。



表示方法の変更 

 
  

追加情報 

 
  

注記事項 

（貸借対照表関係） 

   

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

（貸借対照表） （貸借対照表）

――――  前事業年度まで流動資産「その他」に含めて表示して

おりました「未収入金」については、当事業年度に 

おいて総資産の100分の1を超えることとなったため、 

当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業 

年度の「未収入金」は3,741千円であります。

前事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

当事業年度
（自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日）

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律
第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月
１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導
入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお
ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての
実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委
員会 実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加
価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に
計上しております。この結果、販売費及び一般管理費が
2,759千円増加し、営業利益及び経常利益並びに税引前
当期純利益は同額減少しております。

―――

前事業年度 
（平成17年12月31日）

当事業年度
（平成18年12月31日）

※１ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数  普通株式 30,000株

発行済株式数 普通株式 16,500株

※１         ―――

 

※２ 関係会社項目

    関係会社に対する資産

短期貸付金（流動資産) 25,000千円

その他（流動資産) 1,395千円

※２ 関係会社項目

    関係会社に対する資産及び負債

売掛金(流動資産） 1,747千円

短期貸付金（流動資産) 10,000千円

一年内返済長期貸付金 6,000千円

未収入金 670千円

長期貸付金（投資その他
の資産)

16,500千円

買掛金(流動負債） 1,689千円

短期借入金（流動負債） 50,000千円

※３ 保証債務

  子会社の借入債務に対し、債務保証を行っている。

    株式会社マイトベーシックサービス 22,530千円

※３ 保証債務

   子会社の借入債務に対し、債務保証を行っている。

    株式会社マイトベーシックサービス 14,314 千円



(損益計算書関係) 

 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
(注）第８期定時株主総会において、自己株式取得の件につき、同株主総会終結の時から次期定時株主総会終

結の時までに当社普通株式を株式総数300株、総額30,000,000円を限度として買い受けることを決議いたしまし

たが、当期純損失を計上したため実施しておりません。 
  

  

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 

※１ 関係会社との取引により発生した主なものは次の

とおりであります。        

受取手数料  6,000千円

 

※１ 関係会社との取引により発生した主なものは次の

とおりであります。

業務受託益 3,300千円

受取配当金 2,500千円

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費

45,213千円

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費

18,400千円     

 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は9.5％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

90.5％であります。

    主要な費目及び金額は次のとおりです。

役員報酬 18,425千円

給与 15,255千円

業務委託費 13,528千円

地代家賃 8,448千円

支払報酬 12,368千円

減価償却費 1,833千円

研究開発費 38,264千円

          ※４ 

――――

 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は4.6％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は95.4％

であります。

    主要な費目及び金額は次のとおりです。

役員報酬 18,860千円

給与 39,592千円

業務委託費 23,109千円

地代家賃 18,417千円

支払報酬 20,415千円

減価償却費 3,749千円

研究開発費 18,400千円

リース料 19,142千円

上場維持費 16,213千円

※４ 固定資産除却損 

固定資産除却損の内容は次の通りであります。 

工具・器具・備品        931千円 

ソフトウェア        279,327千円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) ― ― ― ―



（リース取引関係） 

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

当事業年度
（自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

工具・器具 
及び備品

2,888 48 2,839

ソフトウェア 82,112 8,910 73,201

合計 85,000 8,958 76,041  

取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

車両運搬具 8,347 － 8,347

ソフトウェア 233,220 31,862 201,358

合計 241,567 31,862 209,705

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額

 

   

１年内 14,991千円

１年超 61,483千円

合計 76,475千円

１年内 45,856千円

１年超 167,425千円

合計 213,282千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

 

 

支払リース料 4,318千円

減価償却費相当額 3,749千円

支払利息相当額 755千円

支払リース料 35,362千円

減価償却費相当額 30,612千円

支払利息相当額 8,070千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

前事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

当事業年度
（自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。

同左



(税効果会計関係) 

 
  

(企業結合等関係) 

  当事業年度（自 平成18年１月1日 至 平成18年12月31日） 

   (1)連結財務諸表 注記事項企業結合等関係に記載のとおりであります。 

  

前事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

当事業年度
（自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日）

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

（繰延税金資産） （繰延税金資産）

 

未払事業税否認 675 千円

貸倒損失否認 203 千円

ソフトウェア償却超過額 5,251 千円

繰延税金資産小計 6,130 千円

評価性引当額 － 千円

繰延税金資産合計 6,130 千円

繰延税金資産の純額 6,130 千円

未払事業税否認 469 千円

貸倒損失否認 203 千円

ソフトウェア償却超過額 117,429 千円

繰越欠損金 18,311 千円

繰延税金資産小計 136,413 千円

評価性引当額 △136,413 千円

繰延税金資産合計 － 千円

繰延税金資産の純額 － 千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.7 ％

（調整）

交際費等永久に損金に 

計上されない項目
7.4 ％

住民税均等割 3.5 ％

情報通信機器等 

取得の特別控除
△3.2 ％

過年度税効果 △105.0 ％

その他 △5.9 ％

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率
△62.5 ％

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異については、税引前当期純損失が計上

されているため記載しておりません。



（１株当たり情報） 

   
(注)１ １株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、 

    以下のとおりであります。 

前事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

当事業年度
（自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日）

 

１株当たり純資産額 57,438円85銭

１株当たり当期純利益 1,136円77銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益

989円64銭
 

 

１株当たり純資産額 26,854円 94銭

１株当たり当期純損失 8,007円 77銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。

当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株
式２株に株式分割いたしました。 
前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合におけ
る１株当たり情報の各数値はそれぞれ以下のとおりであ
ります。

１株当たり純資産額 28,719円 43銭

１株当たり当期純利益 568円 39銭

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益

494円 82銭

（追加情報）
 当事業年度から、改正後の「１株当たり当期純利益に
関する会計基準」（企業会計基準委員会  最終改正平成
18年１月31日  企業会計基準第２号）及び「１株当たり
当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準委員会  最終改正平成18年１月31日  企業会計基準適
用指針第４号）を適用しております。 
  これによる影響はありません。

項目
前事業年度

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失(△)（千円） 13,383 △313,568

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△）（千円） 13,383 △313,568

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 11,773 39,158

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた

当期純利益調整額の主要な内訳（千円）

支払利息（税額相当額控除後） 86 －

当期純利益調整額（千円） 86 －

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた

普通株式増加数の主要な内訳（株）

 新株予約権付社債 377

 新株予約権 1,461 －

 普通株式増加数（株） 1,838 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

― 旧商法第210条ノ２に基づく

ストックオプション（自己株

式譲渡方式）のための普通株

式4,852株。なお、ストック

オプションの概要は「第４提

出会社の状況、１．株式等の

状況、(８)ストックオプショ

ン制度の内容」に記載の通り

であります。



（重要な後発事象） 

前事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

当事業年度
（自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日）

１．株式分割 

平成17年12月15日開催の当社取締役会の決議に基づき 

次のように株式分割による新株式を発行しております。 

（１）平成18年２月１日をもって、普通株式１株を 

   ２株に分割します。 

  ①分割により増加する株式数 

   普通株式       16,500株 

  ②分割方法 

   平成18年１月31日最終の株主名簿に記載又は 

   記録された株主の所有株式数を、１株につき 

   ２株の割合をもって分割します。 

（２）配当起算日 

  平成18年１月１日 

  前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合 

  の１株当たり情報については、それぞれ以下の 

  通りとなります。 

 （前事業年度） 

   1株当たり純資産額     25,542円 96銭 

   1株当たり当期純利益     4,462円 27銭 

 （当事業年度） 

   1株当たり純資産額     40,252円 32銭 

   1株当たり当期純利益     568円 40銭 

   潜在株式調整後1株当たり 

   当期純利益          494円 82銭 

 

２．自己株式取得の件 

 当社は、平成18年３月28日開催の株主総会において、

商法210条の規定に基づき、自己株式を取得することを

決議いたしました。 

（１）理由 

 経営環境の変化に対応して機動的な資本政策の遂行 

 を可能とするため 

（２）取得する株式の種類 

 普通株式 

（３）取得する株式の数 

 300株（上限） 

（４）株式取得価額の総額 

 30,000,000円（上限） 

（５）自己株式取得の日程 

 平成18年３月28日から 

 次期定時株主総会終結のときまで 

 

 

 

３．ストックオプションとして新株予約権を発行する 

  件 

 当社は、平成18年３月28日開催の株主総会において、

商法280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、株主以

外の者に対し新株予約権を無償で発行することを決議い

たしました。

１．子会社の設立 

 平成18年11月14日開催の当社取締役会において、株式

会社新華通信ネットジャパンとの共同出資により、中国

においてアフィリエイト事業を展開する目的で中華人民

共和国上海市に、上海琥鋭信息技術有限公司（上海クロ

ス・エー）を子会社として設立することを決議いたしま

した。 

①商号    上海琥鋭信息技術有限公司 

       （上海クロス・エー情報技術） 

②設立年月日 平成19年1月20日 

③本店所在地 中華人民共和国、上海市 

④代表者名  董事長 松田純弘 

        （当社連結子会社クロス・エー取締役） 

         総経理 沈林沼 

⑤資本金      2,000 千人民元 

      （30,000 千円 1 人民元＝15 円で換算） 

⑥事業内容  アフィリエイト事業の運用 

 

 

 

 

 

２ ストックオプション(新株予約権)の発行 

 平成19年３月28日開催の株主総会において、会社法第

236条、第238条および第239条の規定に基づき、「スト

ックオプションとして新株予約権を発行する件」を以下

の内容で決議いたしました。 

①株式の種類及び株式数 普通株式 20,000株 

②新株予約権の発行総数 10,000個 

③新株予約権の発行価格 無償 

④新株予約権の行使価格 発行日の当社普通株式の 

            終値に1.025を乗じた金額 

⑤新株予約権の行使期間 平成19年3月28日から７年 

            以内の取締役会が定める期間 

⑥新株予約権の行使条件 退職後の行使可、相続可 

⑦新株予約権の取得事由 当社による取得が可能 

⑧新株予約権の譲渡制限 取締役会の承認を要する 

 

３第三者割当による新株式発行 

 平成19年2月16日開催の当社取締役会において、第三

者割当による新株式発行を決議し、平成19年３月５日に

払込が完了いたしました。その概要は次のとおりであり

ます。 

新株式の発行要領 

①発行新株式数   普通株式 6,000株 

②発行価額     1 株につき 50,000円 

③発行価額の総額  300,000千円 

④資本組入額    1 株につき 25,000円 

⑤資本組入額の総額 150,000千円 

⑥申込期間     平成19年2月24日 

⑦払込期日     平成19年3月5日 



⑧新株券交付日   平成19年3月5日 

⑨割当方法     第三者割当の方法により発行 

          新株の全株を割り当てます。 

⑩割当先および株式数 ローリングトラスト 

           投資事業組合 6,000株 

⑪新株式の継続所有の取決めに関する事項 

  割当先に対して、割当新株式効力発生日(平成19年 

  ３月５日)から２年以内に譲渡する場合は、当該内 

  容を当社へ報告する旨の確約を得ています。



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 【株式】 

 
  

【有形固定資産等明細表】 

 
 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

ソフトウェア         日中・中日翻訳エンジン 37,000千円 

             ストリーミング配信システム 50,000千円 

             就職支援システム 55,000千円 

             帳票ミドルウェア 26,333千円 

             学習塾・語学サークル向けＳＮＳ 34,000千円 

ソフトウェア仮勘定    新華通信システム設計 28,306千円 

長期前払費用          総販売代理ライセンス（新華通信ネットジャパン） 66,666千円 

             総販売代理ライセンス（待受放送局） 67,571千円 

 （注）２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

ソフトウェア       ＸＢＲＬ格付システム 21,294千円 

             アラーム５０００×２本（＋OXPEN） 28,600千円 

             アラーム５０００×３本 28,350千円 

             与信モデル改良ソフト 23,108千円 

                          ＧＩＳ連携システム 41,516千円 

ソフトウェア仮勘定    会員管理ツール 17,360千円 

  

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

投資有価証券

その他有価
証券

㈱アインテスラ 160 40,300

ａｎｙ１㈱ 100 10,000

小  計 260 50,300

合  計 260 50,300

資産の種類
前期末残高 
（千円）

当期増加額 
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円）

当期償却額 
（千円）

差引当期末 
残高（千円）

有形固定資産

建物 6,306 1,130 3,006 4,430 592 552 3,837

工具・器具及び備品 7,847 8,201 220 15,828 6,820 3,711 9,007

有形固定資産計 14,154 9,331 3,226 20,258 7,413 4,264 12,845

無形固定資産

ソフトウェア 507,188 260,901 433,123 334,966 80,348 125,892 254,618

ソフトウェア仮勘定 38,829 252,647 150,568 140,907 － － 140,907

その他 640 － － 640 － － 640

無形固定資産計 546,658 513,548 583,692 476,514 80,348 125,892 396,166

長期前払費用 32,857 135,551 2,857 165,551 31,707 20,849 133,844



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

 
  

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

 
(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 
 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

③ 仕掛品 

 
  

区分 金額（千円）

預金

普通預金 155,083

合計 155,083

相手先 金額（千円）

タッキィ株式会社 42,000

株式会社ビッツ 37,800

株式会社呉電子計算センター 21,000

株式会社エムエム総研 1,803

株式会社エムタック 1,732

その他 7,944

合計 112,280

前期繰越高 
（千円）

当期発生高 
（千円）

当期回収高 
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
 

(C)

(A) ＋ (B) × 100

 

(A) ＋ (D)

２

(B)

365

39,530 774,827 702,077 112,280 86.2 35.7

品目 金額（千円）

受託開発ソフトウェア 114,727

合計 114,727



④ 関係会社株式 

 
  
⑤ 短期借入金 

 
  
⑥ 買掛金 

 
  
⑦ 1年以内返済予定の長期借入金 

 
  

品目 金額（千円）

株式会社エムタック 225,000

株式会社マイトベーシックサービス 10,000

株式会社販路開発 9,000

クロス・エー株式会社 318,868

グリーンネットワーク株式会社 9,000

株式会社セールス・サポート・サービシーズ 28,950

株式会社エアフォルク 21,150

株式会社日本ヘンプ 20,000

合計 641,968

品目 金額（千円）

株式会社横浜銀行 100,000

株式会社エムタック 50,000

合計 150,000

相手先 金額（千円）

株式会社東京商工リサーチ 3,216

Ｃｏｇｎｉｚａｎｔ Ｊａｐａｎ 1,720

株式会社マイトベーシックサービス 1,689

サイエンスソリューションズ株式会社 1,575

株式会社ビジネスソリューション 1,016

その他 3,865

合計 13,082

相手先 金額（千円）

商工組合中央金庫 68,400

株式会社三井住友銀行 15,996

株式会社りそな銀行 33,320

スルガ銀行株式会社 4,173

株式会社みずほ銀行 32,000

合計 153,889



⑧ 長期借入金 

 
  
⑨ 社債 

 
  

(3)【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（千円）

商工組合中央金庫 63,200

株式会社三井住友銀行 37,344

株式会社りそな銀行 41,690

株式会社みずほ銀行 44,000

合計 186,234

区分 金額（千円）

第２回無担保社債 136,000

合計 136,000



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 12月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

公告掲載方法
電子公告（ホームページアドレス：http://www.dataplace.co.jp/）。やむを
得ない事由によって電子公告による公告ができない場合は、日本経済新聞に
掲載する方法。

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社に親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第８期）(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 
 平成18年３月29日関東財務局長に提出 

  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年３月23日関東財務局長に提出 

事業年度（第８期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報

告書。 

平成19年３月26日関東財務局長に提出 

事業年度（第８期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報

告書の訂正報告書。 
  

(3) 半期報告書 

（第９期中）（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 平成18年９月29日関東財務局長に提出 
  

(4) 有価証券届出書及びその添付書類 

第三者割当による新株式の発行 平成18年７月５日関東財務局長に提出 

第三者割当による新株式の発行 平成19年２月16日関東財務局長に提出 
  

(5) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づくもの 

平成18年６月15日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号(募集によらない株式の発行)の規定に基づくも
の 

平成18年７月５日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づくもの 

平成18年７月24日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づくもの 

平成18年８月１日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)の規定に基づくもの 

平成18年10月６日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づくもの 

平成18年11月22日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づくもの 

平成19年１月25日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づくもの 

平成19年３月５日関東財務局長に提出 

  

(6) 自己株券買付状況報告書 

報告期間(自 平成18年３月28日 至 平成18年３月31日)平成18年５月31日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日)平成18年５月31日関東財務局長に提出 



報告期間(自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日)平成18年６月９日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成18年６月１日 至 平成18年６月30日)平成18年７月10日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年７月31日)平成18年８月９日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成18年８月１日 至 平成18年８月31日)平成18年９月８日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成18年９月１日 至 平成18年９月30日)平成18年10月12日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成18年10月１日 至 平成18年10月31日)平成18年11月13日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成18年11月１日 至 平成18年11月30日)平成18年12月８日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成18年12月１日 至 平成18年12月31日)平成19年１月11日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年１月31日)平成19年２月１日関東財務局長に提出 

報告期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年２月28日)平成19年３月７日関東財務局長に提出 
  

(7) 自己株券買付状況報告の訂正報告書 

訂正報告書(報告期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日)の訂正報告書)を 

平成18年６月７日関東財務局長に提出 



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

平成１８年３月２８日 

株式会社 デ ー タ プ レ イ ス 

取 締 役 会 御 中 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社データプレイスの平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社データプレイス及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．「重要な後発事象」①に記載されているとおり、会社は、平成１７年１２月１５日開催の取締役会において、平成

１８年２月１日をもって株式分割を行なっている。 

２．「重要な後発事象」②に記載されているとおり、会社は、平成１８年３月２８日開催の定時株主総会において、自

己株式取得についての決議を行なっている。 

３．「重要な後発事象」③に記載されているとおり、会社は、平成１８年３月２８日開催の定時株主総会において、ス

トックオプションとしての新株予約権を発行する件についての決議を行なっている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 
  

東 陽 監 査 法 人

指定社員
公認会計士 髙木 忠儀      ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 井上 司       ㊞

業務執行社員

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成１９年３月２９日 

株式会社 デ ー タ プ レ イ ス 

取 締 役 会 御 中 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社データプレイスの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社データプレイス及び連結子会社の平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．「重要な後発事象」２に記載されているとおり、会社は、平成19年３月28日開催の定時株主総会で、ストックオプ

ションとして新株予約権を発行する旨の決議を行っている。 

２．「重要な後発事象」３に記載されているとおり、会社は、平成19年２月16日開催の取締役会の決議に基づき、平成

19年３月５日付で第三者割当増資を行っている。 

  
  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 
  

東 陽 監 査 法 人

指定社員
公認会計士 髙木 忠儀      ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 井上 司       ㊞

業務執行社員

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成１８年３月２８日 

株式会社 デ ー タ プ レ イ ス 

取 締 役 会 御 中 

  

 
  

 
  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社データプレイスの平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社データプレイスの平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．「重要な後発事象」①に記載されているとおり、会社は、平成１７年１２月１５日開催の取締役会において、平成

１８年２月１日をもって株式分割を行なっている。 

２．「重要な後発事象」②に記載されているとおり、会社は、平成１８年３月２８日開催の定時株主総会において、自

己株式取得についての決議を行なっている。 

３．「重要な後発事象」③に記載されているとおり、会社は、平成１８年３月２８日開催の定時株主総会において、ス

トックオプションとしての新株予約権を発行する件についての決議を行なっている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

東 陽 監 査 法 人

指定社員
公認会計士 髙木 忠儀      ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 井上 司       ㊞

業務執行社員

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成１９年３月２９日 

株式会社 デ ー タ プ レ イ ス 

取 締 役 会 御 中 

  

 
  

 
  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社データプレイスの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社データプレイスの平成１８年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．「重要な後発事象」２に記載されているとおり、会社は、平成19年３月28日開催の定時株主総会で、ストックオプ

ションとして新株予約権を発行する旨の決議を行っている。 

２．「重要な後発事象」３に記載されているとおり、会社は、平成19年２月16日開催の取締役会の決議において、平成

19年３月５日付で第三者割当増資を行っている。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社データプレイスの平成１８年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

東 陽 監 査 法 人

指定社員
公認会計士 髙木 忠儀      ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 井上 司       ㊞

業務執行社員

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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